
令和６年５月公表分〔本庁（出先機関を含む）〕 （業務委託）

1
知事直轄
危機管理課

令和６年度統合原
子力防災ネット
ワーク固定型衛星
通信設備保守点検
業務

令 和 6 年 4 月 1 日

エヌ・ティ・ティ・コミュ
ニケーションズ（株）
東京都千代田区大手町２－
３－１

1,845,288

　統合原子力防災ネットワークは、首相官邸（原子力災害対策
本部）、原子力規制庁、オフサイトセンター、関係自治体等を
接続し、電話、ＦＡＸ、テレビ会議等の通信を行う全国規模の
ネットワークであるが、災害等で地上回線が断絶した場合等の
予備回線として衛星回線を使用するための通信設備をエヌ・
ティ・ティ・コミュニケーションズ（株）への委託により整備
している。使用する衛星回線網は、エヌ・ティ・ティ・コミュ
ニケーションズ（株）が、スカパーＪＳＡＴ（株）の衛星通信
サービスを独自に拡張し、構築した特殊専用回線網である。原
子力災害発生に備え、当該通信回線網を常時良好に利用できる
状態にしておく必要がある上、万一障害が発生した場合には、
直ちに原因を究明し、復旧させる必要がある。そのためには、
当該衛星回線網及び通信設備の両方に精通し、迅速かつ適切に
対応できる業者とする必要がある。
　このような業務を確実に実施できるのは、当該衛星回線の通
信サービスを提供し、通信設備を設置したエヌ・ティ・ティ・
コミュニケーションズ（株）のみである。

第 ２ 号

2
知事直轄
危機管理課

令和６年度Ｊア
ラート設備保守点
検委託業務

令 和 6 年 4 月 1 日
日本電気（株）　岡山支店
岡山市北区下石井２－２－
５

3,135,000

　Ｊアラートは、国民保護事案や巨大地震・津波等発生時の緊
急情報を瞬時に受信し、迅速かつ確実に情報伝達することを目
的に整備されているため、常時の安定稼働や、障害発生時の原
因究明・復旧の即時対応が必要である。そのため、Jアラート
機器は防災に係る主要な機関である県庁、県民局、県立図書
館、岡山空港管理事務所、各消防本部に設置しているが、機器
の保守点検は、従来から、これらの機関を網羅して配置されて
いる防災情報ネットワーク機器の保守点検と一体的に実施する
ことにより、常時監視や定期点検、障害発生時の即時対応を、
効率的かつ効果的に実施できている。
　当該業者は、一般競争入札の結果、防災情報ネットワークの
運用保守業務（令和４年度から令和８年度までの５年間）を落
札しており、当該業務を効率的かつ効果的に実施できる唯一の
業者である。

第 ２ 号

3
知事直轄
消防保安課

令和６年度危険物
取扱者保安講習会
業務

令 和 6年 4月 17日

（一社）岡山県危険物安全
協会連合会
岡山市北区丸の内２－１２
－２０

講習受講申請者
１人当たり
4,502.3円

　受講者対象者の把握等、講習を適切かつ円滑に実施できる唯
一の団体であり、競争入札に適さないため。

第 ２ 号
単価契約
19,877,654円

4
知事直轄
消防保安課

令和６年度消防設
備士法定講習会業
務

令 和 6年 4月 17日

（一社）岡山県消防設備協
会
岡山市中区古京町１－１－
１７

講習受講申請者
１人当たり
5,866.3円

　受講者対象者の把握等、講習を適切かつ円滑に実施できる唯
一の団体であり、競争入札に適さないため。

第 ２ 号
単価契約
6,840,105円

№
契約の相手方の
名称及び所在地

契約金額（円） 随意契約の理由 備　 考事業実施課所 契約に係る業務名 契約締結年月日

地方自治
法施行令
第１６７
条の２第
１項中の
該当号

消費税額及び地方
消費税の額を含む。
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№
契約の相手方の
名称及び所在地

契約金額（円） 随意契約の理由 備　 考事業実施課所 契約に係る業務名 契約締結年月日

地方自治
法施行令
第１６７
条の２第
１項中の
該当号

消費税額及び地方
消費税の額を含む。

5
知事直轄
消防保安課

令和６年度危険物
取扱者免状及び消
防設備士免状作成
業務

令 和 6 年 4 月 1 日

（一財）消防試験研究セン
ター
東京都千代田区霞が関１－
４－２

新規交付１件当
たり2,086円
写真書換え１件
当たり1,150円
記載事項変更１
件当たり503円
再交付１件当た
り1,367円
お知らせ葉書１
件当たり99円

　危険物取扱者試験及び消防設備士試験に係る唯一の指定試験
機関であり、競争入札に適さないため。

第 ２ 号
単価契約
10,985,785円

6
知事直轄
消防保安課

令和６年度高圧ガ
ス製造保安責任者
等免状交付業務

令 和 6 年 4 月 1 日
高圧ガス保安協会
東京都港区虎ノ門４－３－
１３

製造保安者免状
交付１人当たり
2,420円
製造保安者免状
再交付１人当た
り1,708.3円ほか

　免状申請者の把握等、免状交付業務を適切かつ円滑に実施で
きる唯一の団体であり、競争入札に適さないため。

第 ２ 号
単価契約
1,594,719円

7
知事直轄
消防学校

庁舎清掃業務委託 令 和 6 年 4 月 1 日
(株)オークスコーポレー
ション
岡山市南区豊浜９－２４

3,300,000
　一般競争入札に付したが落札者がなく、再度入札に付しても
落札者がいないため、一番低札の業者と随意契約を行った。

第 ８ 号

8
総合政策局
政策推進課

令和６年度行政評
価制度支援システ
ム保守業務委託

令 和 6 年 4 月 1 日
（株）ＮＴＴデータ中国
岡山支店
岡山市北区表町１－５－１

1,028,500
　本業務は、既存の情報処理システムの保守であり、既存のシ
ステム設計業者以外には、保守を効率的・安定的に実施できな
いため。

第 ２ 号

9
総務部
人事課

「人事管理システ
ム」システム保守
サービス委託

令 和 6 年 4 月 1 日
（株）日立システムズ　岡
山支店
岡山市北区柳町２－１－１

1,569,084

  人事管理システムの保守を迅速かつ正確に履行することがで
きるのは、当該システムを独自に開発し、その内容に精通し、
当該システムの著作権を有する（株）日立システムズ岡山支店
が唯一の業者であり、契約の性質又は目的が競争入札に適しな
いため。

第 ２ 号

10
総務部
人事課

岡山県人事評価シ
ステム保守業務

令 和 6 年 4 月 1 日

（株）ＮＴＴデータ中国
岡山支店
岡山市北区表町１－５－１
岡山シンフォニービル１０
Ｆ

2,853,730

　現在運用中の人事評価システムは、平成１８年度に人事評価
システム整備に係る業者選定のための選定委員会により、プロ
ポーザルの手法によって選定された業者が開発・構築したもの
である。人事評価システムの保守業務は、当該システムの基本
ソフトの著作権を保有する開発・構築した業者でなければ行う
ことができないため。

第 ２ 号

11
総務部
人事課

令和６年度総合健
康診断等業務

令 和 6 年 4 月 1 日
地方職員共済組合岡山県支
部　　　　　　　岡山市北
区内山下２－４－６

58,001,941

　総合健康診断は、地方職員共済組合岡山県支部が実施する人
間ドックと併せて実施しており、受診希望者の取りまとめ、各
医療機関との日程調整、受診の決定通知、健診結果を岡山県の
情報システムに反映させる等の業務を迅速かつ的確に実施でき
るのは地方職員共済組合岡山県支部以外にないことから、契約
の性質・目的が競争入札に適さないため。

第 ２ 号
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№
契約の相手方の
名称及び所在地

契約金額（円） 随意契約の理由 備　 考事業実施課所 契約に係る業務名 契約締結年月日

地方自治
法施行令
第１６７
条の２第
１項中の
該当号

消費税額及び地方
消費税の額を含む。

12
総務部
人事課
行政改革推進室

包括外部監査業務 令 和 6 年 4 月 1 日
難波　徹（公認会計士）
岡山市中区国富二丁目２５
番１１号

12,540,000

　包括外部監査は、実施に当たり高度な識見を要することから
地方自治法第２５２条の２８の規定により、契約を締結できる
ものは弁護士、公認会計士等に限定されている。また、同法第
２５２条の３６の規定により、県外部監査人選定委員会で審
査・選定した本件契約の相手方と契約を締結することについ
て、監査委員の意見聴取及び議会の議決を経ており、契約の性
質が競争入札に適さない。

第 ２ 号

13
総務部
税務課

不動産取得税の課
税に係る家屋評価
補助業務

令 和 6 年 4 月 1 日
大和不動産鑑定（株）
大阪市西区西本町１－４－
１

11,280,500

　当該事務は、県税である不動産取得税に係る家屋評価業務を
適正に行うためのものであるが、近年の建築物の評価は、建築
工法の多様化や新規開発された建築資材等を使用するなど、よ
り複雑かつ困難なものとなっており、一級建築士でかつ相当の
実務経験が必要である。
　このような、高度な専門的知識が必要となる業務を適正に遂
行できる相手方は、「一般競争入札（条件付）参加資格者名
簿」及び「岡山県役務の提供の契約に係る入札参加資格者名
簿」に記載のある業者では、大和不動産鑑定株式会社以外には
存在しない。同社は、全国で20以上の自治体の家屋評価支援を
行い、都道府県が実施する家屋評価業務を受託している国内唯
一の事業者という実績に加え、同社ソフトをベースに開発され
た本県家屋評価計算ソフトを法改正などの際に適切に改修・メ
ンテナンスすることができる唯一の事業者でもある。

第 ２ 号

14
総務部
デジタル推進課

ＷｉｎＡｃｔｏｒ
フル機能版ライセ
ンス調達及びサ
ポート業務

令 和 6 年 4 月 1 日
（株）ＮＴＴデータ中国
岡山支店
岡山市北区表町１－５－１

4,845,500

　見積徴取業者は、技術提案型公募により実施の「令和元年度
岡山県RPAツール試行導入・活用支援業務」及び指名による技
術対案型で実施の「令和２年度WinActor及びAI-OCRトライアル
導入・職員研修委託業務委託」の落札者であり、ライセンスの
調達に加え継続的なシナリオ作成や研修の実施など、サポート
を必要とすることから単独随意契約とする。

第 ２ 号

15
総務部
デジタル推進課

業務システム開発
サービスに係る運
用保守管理等業務

令 和 6 年 4 月 1 日
（株）ＮＴＴデータ中国
岡山支店
岡山市北区表町１－５－１

7,537,970

　見積徴取業者は、令和５年度、プロポーザルにより実施した
「業務システム開発サービスに係るライセンス調達等業務」の
落札業者であり、本県のkintone環境の保守・管理及びライセ
ンスの管理を行っている。今回の契約では、本県のkintone環
境を引き続き使用し、業務の継続性が必要なため、単独随意契
約とする。

第 ２ 号

16
総務部
デジタル推進課

岡山県ＡＩ自動応
答サービス保守・
管理業務

令 和 6 年 4 月 1 日
（株）サイネックス
大阪市天王寺区上本町５－
３－１５

1,320,000

　見積徴取業者は、上記業者は、令和４年度、企画コンペによ
り落札し、県HPに導入したAIチャットボットの導入業者であ
り、その管理運営についても同社しか行うことができないた
め、単独随意契約とする。

第 ２ 号

17
総務部
デジタル推進課

令和６年度岡山県
電子決裁システム
保守業務

令 和 6 年 4 月 1 日
（株）オービス
岡山市北区大内田６７５番
地

3,124,000

　岡山県電子決裁システムは、令和３年度に実施した岡山県電
子決裁システム調達業務の公募型プロポーザルにおいてシステ
ムの構築及び令和４年度以降の保守業務の提案内容を総合的に
評価し、業者選定を行っていることから、本業務を実施できる
のは、当該プロポーザルの選定業者のみであるため。

第 ２ 号
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№
契約の相手方の
名称及び所在地

契約金額（円） 随意契約の理由 備　 考事業実施課所 契約に係る業務名 契約締結年月日

地方自治
法施行令
第１６７
条の２第
１項中の
該当号

消費税額及び地方
消費税の額を含む。

18
総務部
デジタル推進課

岡山県公衆無線Ｌ
ＡＮ環境整備推進
業務

令 和 6 年 4 月 1 日

エヌ・ティ・ティ・メディ
アサプライ
大阪府大阪市都島区東野田
町４－１５－８２
NTT WEST i-CAMPUS PRISM 3
階

4,004,880

　本業務に必要な機器等の運用、保守を効率的・安定的に実施
できるのは、平成29年度に実施した岡山県公衆無線LAN環境推
進業務の総合評価一般競争入札において選定し、これまで運
用、保守を行ってきた業者のみである。

第 ２ 号

19
総務部
デジタル推進課

岡山県行政ネット
ワーク接続クライ
アントＰＣ管理シ
ステムの運用・保
守業務

令 和 6 年 4 月 1 日
（株）オービス
岡山市北区大内田６７５

5,653,615

　当該システムの導入に際し、構築及び５年間の運用保守に関
して、公募型技術提案（プロポーザル）を実施し、株式会社
オービスと契約を締結したところである。構築業者である同社
以外に適切な運用保守を実施できる業者がないことから、契約
を行う。

第 ２ 号

20
総務部
税務課

税務システム保守
運用

令 和 6 年 4 月 1 日
(株)日立製作所 中国支社
広島県広島市中区袋町５－
２５

153,575,070

　税務システムは、「岡山県情報システム最適化計画」に基づ
き平成23年度より当該業者により再構築したものであり、平成
25年4月1日より運用を開始している。その機能は、県税の全税
目について、課税、更正等の課税処理から収納、督促、還付等
の収納管理、決算、統計等の税務事務全般にわたる統合的なも
のであり、大規模で複雑なシステムである。
　税制改正等制度改正や突然のシステム障害にも速やかに対応
しなければならず、安定した運用を行うには、システムに関す
る知識だけでなく、地方税法・県税条例等にも精通しておく必
要がある。
以上のことから、本税務システムの保守運用業務を行うには、
税務システムの構築業務を委託している左記業者以外に当該業
務を行える業者はいない。

第 ２ 号

21
総務部
税務課

自動車登録・検査
情報作成業務

令 和 6 年 4 月 1 日
地方公共団体情報システム
機構
東京都千代田区１－２５

登録・検査情報
　１件　10.5円
県外移転・抹消
情報
　１件　2円
自動車税課税情
報との突合
　１件　0.44円

　本業務は、総務省の外郭団体である当該法人が、国土交通省
の自動車登録データを一括して受け取り、独自開発した変換ソ
フトにより、これまで４７都道府県への自動車登録情報の提供
を一括処理している。データから抽出された自動車税の賦課徴
収のため必要とする情報を岡山県の使用する電子計算機に適合
する形式に処理し、登録・検査情報としてネットワーク配信に
より納入するものであり、当該法人以外には事務を行うことが
できない。

第 ２ 号
単価契約
7,513,000円

22
総務部
税務課

軽油流通情報管理
システムを利用し
た軽油流通情報管
理事務

令 和 6 年 4 月 1 日
地方公共団体情報システム
機構
東京都千代田区１－２５

6,911,080

 本事務は、全国の各都道府県間で相互に通知を行うため、関
係する情報を全国レベルで処理を行う必要があるが、これまで
全都道府県が左記機構に事務を委託しており、同法人以外にこ
の事務を行うことはできない。したがって、契約の性質又は目
的が競争入札に適さないため。

第 ２ 号

23
総務部
税務課

道府県たばこ税に
係るたばこ流通情
報管理事務

令 和 6 年 4 月 1 日
地方公共団体情報システム
機構
東京都千代田区１－２５

1,819,840

　本事務は、全国の各都道府県間で相互に通知を行うため、関
係する情報を全国レベルで処理を行う必要があるが、これまで
全都道府県が左記機構に事務を委託しており、同法人以外にこ
の事務を行うことはできない。したがって、契約の性質又は目
的が競争入札に適さないため。

第 ２ 号

4



№
契約の相手方の
名称及び所在地

契約金額（円） 随意契約の理由 備　 考事業実施課所 契約に係る業務名 契約締結年月日

地方自治
法施行令
第１６７
条の２第
１項中の
該当号

消費税額及び地方
消費税の額を含む。

24
県民生活部
県民生活交通課

ＪＲ在来線利用促
進事業に係るデー
タ処理等の労働者
派遣業務

令 和 6 年 4 月 1 日
（株）キャリアプランニン
グ
岡山市北区本町６－３６

2,508円/h

　本業務は、ＪＲ在来線の利用促進策の立案に必要な様々な
データを収集、整理し、グラフ化などの加工や分析を実施する
ものである。令和６年度においては、令和５年度に実施した
データ分析の結果を活用し、より高度なデータ分析を行うこと
から、県内ＪＲ在来線の利用状況に係るデータ処理に精通して
いる人材に業務を行わせる必要があり、令和５年度に本業務を
受託し適正かつ誠実に遂行している左記業者以外には本業務を
実施できず、契約の性質が競争入札に適さないときに該当する
ため。

第 ２ 号
単価契約
4,266,108円

25
県民生活部
中山間・地域振興
課

寄島干拓地排水機
場施設管理業務

令 和 6 年 4 月 1 日
浅口市
浅口市鴨方町六条院中３０
５０

5,691,887

　本排水機場は、寄島干拓地及び背後地の流域から流入する河
川水等を外海に排水する防災上重要な施設である。豪雨等によ
る水位上昇時に迅速的確な操作を行うためには、上流の河川の
管理者である地元浅口市が一体的に行う管理する必要があるた
め。

第 ２ 号

26
県民生活部
中山間・地域振興
課

寄島干拓地用地維
持管理業務

令 和 6年 4月 19日
（公財）岡山県環境保全事
業団
岡山市南区内尾６６５－１

2,999,480

　寄島干拓地は、産業廃棄物最終処分場（管理型）として石炭
灰による埋立が行われ、平成19年に産業廃棄物最終処分場跡地
に指定された。埋立に使用した石炭灰から重金属が確認された
ため、周辺水質の調査や鋼矢板の変位量等の監視を継続的に実
施する必要がある。
　本事業団は、本干拓地の埋立開始以来、継続して現場管理業
務を請け負っており、付随する施設の位置及び構造にも精通
し、災害発生等の緊急時の対応も可能である。また、最終処分
場跡地管理に関する専門的知識も有することから、本事業団以
外に業務を実施する者がいないため。

第 ２ 号

27
県民生活部
中山間・地域振興
課

晴れの国ぐらしＩ
ＪＵアドバイザー
配置業務

令 和 6 年 4 月 1 日

（特非）１００万人のふる
さと回帰・循環運動推進・
支援センター
東京都千代田区有楽町２－
１０－１

23,449,397

　特定非営利活動法人100万人のふるさと回帰・循環運動推
進・支援センターは東京・大阪の事務所を拠点に、移住・定住
関係の事業を実施する認定ＮＰＯ法人であり、両事務所合わせ
て、月に5,000件程度の相談が寄せられている。また当法人は
設立からこれまでの20年以上に渡り、移住・定住の促進に向け
た取組を行っており、移住希望者からの認知度も高く、移住希
望者への支援や各自治体が行う移住相談会などのＰＲについて
のノウハウ、発信力を備えている。東京・大阪の移住・定住に
関する情報発信、相談の拠点となっている当法人に、岡山県専
従の移住・定住相談員を配置することで、本県の移住先として
の魅力を効率的かつ効果的に発信することが期待でき、本県へ
の移住の促進に大きく寄与できることから、契約の性質又は目
的が競争入札に適さないため。

第 ２ 号

28
県民生活部
中山間・地域振興
課

地価調査に係る基
準地の鑑定評価業
務委託

令 和 6 年 4 月 1 日

（公社）岡山県不動産鑑定
士協会
岡山市北区野田屋町２－１
１－１３　３０１号室

27,290,120

　基準地の鑑定評価は、国土利用計画法施行令第９条の規定に
基づき、不動産鑑定士に行わせることになっている。業務の遂
行に当たっては、限られた期間で、367の調査地点について、
統一的な鑑定評価基準の運用の下で、総合的かつ適切に鑑定評
価が行われる必要がある。
　このような業務を適切に遂行できるのは、不動産鑑定士の資
格を有する者で構成され、専門的な知識、経験を有する鑑定士
が多数所属し、かつ、県内の不動産事情にも精通している県内
で唯一の不動産鑑定士の統括的組織である（公社）岡山県不動
産鑑定士協会のみである。

第 ２ 号

5
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29
県民生活部
中山間・地域振興
課

吉備高原都市活性
化業務

令 和 6 年 4 月 1 日

（株）吉備高原都市サ－ビ
ス
加賀郡吉備中央町４８６０
－６

7,134,160

　本業務は、吉備中央町や吉備高原都市内の関係機関との連絡
調整、都市内住民等の苦情・相談対応、視察者対応、都市Ｐ
Ｒ、施設維持等である。（株）吉備高原都市サービスは、都市
建設推進のために設立された法人であり、センター区広場の指
定管理者にも選定されており、本事業を相乗的に実施すること
ができる。加えて、同者は、平成５年度以降継続して本業務を
受託・履行するとともに、都市活性化イベントの実行委員会事
務局を務めるなど、住民及び立地企業等の信頼を得ている唯一
の者であることから、業務の性質又は目的が競争入札に適さな
い。

第 ２ 号

30
県民生活部
中山間・地域振興
課

地域おこし協力隊
サポート事業

令 和 6 年 4 月 1 日
（一社）岡山県地域おこし
協力隊ネットワーク
総社市山田２１４５

4,290,000

　本業務は、地域おこし協力隊の募集・受入支援、市町村担当
者や隊員（OB・OG含む。）等を対象とした連携・交流会の実
施、現役隊員に対する相談支援などにより、地域おこし協力隊
の募集・受入及び任期中の活動を支援するものである。そのた
め、実施業者には県内市町村の個別の状況を把握していること
に加え、地域や自治体側のノウハウなど、地域おこし協力隊に
関する専門的な知識が求められる。
　当該法人は、県内の地域おこし協力隊及び行政関係者との横
断的関係を構築している唯一の法人である。また、全国的な事
例を把握しており、地域おこし協力隊に関する専門的かつ先進
的な知識を有している。また、そのネットワークを通じ、全国
各地から講師招聘を行うことができる。
　以上より、本業務を確実かつ効果的に履行できる団体は当該
法人に限られることから、契約の性質又は目的が競争入札に適
さない。

第 ２ 号

31
県民生活部
市町村課

令和６年度市町村
普通交付税算定事
務電算処理委託

令 和 6 年 4 月 1 日
地方公共団体情報システム
機構
東京都千代田区一番町２５

1,932,150
　市町村分普通交付税等算定事務は、総務省の示す電算処理実
施要綱に基づき、地方公共団体情報システム機構に処理を委託
することとされており、契約の相手方が特定されるため。

第 ２ 号

32
県民生活部
市町村課

令和６年度住民基
本台帳ネットワー
クシステムにおけ
るファイヤー
ウォールの監視及
び保守業務委託

令 和 6 年 4 月 1 日
地方公共団体情報システム
機構
東京都千代田区一番町２５

11,117,184

　住民基本台帳ネットワークシステムについて国から示された
「電気通信回線を通じた送信又は磁気ディスクの送付の方法並
びに磁気ディスクへの記録及びその保存の方法に関する技術的
基準」（平成14年総務省告示第334号）において、地方公共団
体情報システム機構が管理するファイアウォールの設置が求め
られており、地方公共団体情報システム機構以外への業務委託
はできないため。

第 ２ 号

33
県民生活部
市町村課

令和６年度住民基
本台帳ネットワー
クシステムにおけ
る都道府県サーバ
集約センターの運
用監視業務委託

令 和 6 年 4 月 1 日
地方公共団体情報システム
機構
東京都千代田区一番町２５

11,199,421

　都道府県サーバの集約は、各都道府県における運用経費の削
減と運用負荷の軽減を図ることを目的としており、全都道府県
が同一の相手方と契約することを前提としている。
　一方、都道府県サーバの集約により、従来は各都道府県でそ
れぞれ保有されていた本人確認情報が一箇所に保管され、全国
サーバと同等の情報を保有することになるため、これまで以上
のセキュリティ確保策、具体的には全国サーバと同等のセキュ
リティ確保策が求められる。よって、都道府県サーバ集約の目
的、内容に照らし、それに相応する信用、技術、経験等を有す
るものとして、本県を含めた全都道府県が契約する相手方は、
全国サーバの運営主体であり、住民基本台帳ネットワークシス
テム全体のセキュリティ確保に責任を負う立場にある地方公共
団体情報システム機構以外にないため。

第 ２ 号
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34
県民生活部
市町村課

令和６年度住民基
本台帳ネットワー
クシステム運用管
理業務委託

令 和 6 年 4 月 1 日
（株）オービス
岡山市北区大内田６７５

7,186,080

　本業務を行うためには、当県の住民基本台帳ネットワークシ
ステムの構成、監視に精通しているとともに、セキュリティー
対策に関する高度な知識と経験が必要である。また、令和６年
度には新たな附票連携システムの整備やネットワーク機器の更
改を予定しており、当県の住民基本台帳ネットワークシステム
の構成を熟知し、不測の事態にも対応できるものでなければ、
住民基本台帳ネットワークシステムの安定的な運用に支障を来
たす恐れがある。よって、当該業務を行うことができるのは、
当県の住民基本台帳ネットワークシステムの構成や技術的条件
を熟知した株式会社オービス以外にはないため。

第 ２ 号

35
県民生活部
国際課

コンビニエンスス
トアを利用した旅
券発給手数料の受
領に係る収納代行
業務

令 和 6 年 4 月 1 日
（株）電算システム
岐阜県岐阜市日置江１－５
８

１件当たり
85.8円

　競争入札に付し入札者がなかったため。 第 ８ 号
単価契約
1,614,412円(円未満切
り捨て)

36
県民生活部
国際課

令和６年度地域日
本語教育の総合的
な体制づくり推進
事業

令 和 6 年 4 月 1 日

（一財）岡山県国際交流協
会
岡山市北区奉還町２－２－
１

5,395,000

本事業は、岡山国際交流センター指定管理業務の一部である
「地域における日本語教育の推進に係る事業」と一体的に実施
する必要があるため、指定管理業者である（一財）岡山県国際
交流協会以外に実施できるものはいない。

第 ２ 号

37
県民生活部
国際課

令和６年度岡山県
外国人相談セン
ター運営事業

令 和 6 年 4 月 1 日

（一財）岡山県国際交流協
会
岡山市北区奉還町２－２－
１

8,497,000

本事業は、（一財）岡山県国際交流協会が岡山国際交流セン
ター指定管理業務の一部として実施する情報相談コーナーの運
営及び各種相談事業の体制強化や多言語対応の拡充を図るもの
であり、指定管理者が実施する事業と不可分のものであるた
め。

第 ２ 号

38
県民生活部
くらし安全安心課

性犯罪・性暴力被
害者相談支援体制
強化事業

令 和 6 年 4 月 1 日

（公社）被害者サポートセ
ンターおかやま
岡山市北区内山下２－２－
１５

6,569,697
性犯罪・性暴力被害者を総合的にワンストップで支援するため
の「性暴力被害者支援センター『おかやま心』」を効果的に運
営する事業のため、その性質又は目的が競争入札に適さない。

第 ２ 号

39
県民生活部
岡山空港管理事務
所

岡山空港　航空灯
火用監視制御装置
点検委託

令 和 6 年 4 月 1 日

（株）日立産業制御ソ
リューションズ　関西支店
大阪府大阪市北区中之島２
－３－１８

12,100,000

　航空灯火監視制御装置は、岡山空港の航空灯火の監視制御を
行うための装置であり、航空機の安全運航を確保するため、常
に正常な状態に維持する必要がある。
　本装置は開発メーカー独自のコンピュータープログラムであ
り、設計が大きく異なる特殊性を有するため、本体の点検やシ
ステム故障時の対応や部品の調達等について唯一可能な本装置
の製造者でなければ的確な履行はできないため。

第 ２ 号
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契約の相手方の
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契約金額（円） 随意契約の理由 備　 考事業実施課所 契約に係る業務名 契約締結年月日

地方自治
法施行令
第１６７
条の２第
１項中の
該当号

消費税額及び地方
消費税の額を含む。

40
県民生活部
岡山空港管理事務
所

岡山空港国際線SRA
立入検査業務

令 和 6 年 4 月 1 日

（株）セノン　岡山支社
岡山市北区下石井２－１－
３　岡山第一生命ビルディ
ング２Ｆ

基本単位
（1.5時間当た
り）7,125円
（2時間当たり）
9,500円
（3時間当たり）
14,250円
遅延（15分ご
と）1,187円
深夜遅延（15分
ごと）1,484円

　航空保安検査の厳密化・高度化を図るため、国際線SRAに立
ち入る者、所持品、車両に対する保安検査業務が必要になっ
た。
　保安検査業務を適正に実施することが可能な業者は、岡山空
港で各航空会社から保安検査業務を受託している株式会社セノ
ン岡山支社のみに限定されるため。

第 ２ 号
単価契約
8,455,312円

41
県民生活部
岡山空港管理事務
所

岡山空港保安業務
（夜間巡回警備業
務）

令 和 6 年 4 月 1 日

（株）セノン　岡山支社
岡山市北区下石井２－１－
３　岡山第一生命ビルディ
ング２Ｆ

基本（１ヶ月当
たり）
276,100円
延長（15分ご
と）
2,200円

　運用時間内の警備と夜間警備を連携させることにより、保安
面において迅速かつ適切な対応を行うことが可能である業者と
契約を締結する必要があり、そのような業者は株式会社セノン
に限定されるため。

第 ２ 号
単価契約
3,313,200円

42
県民生活部
岡山空港管理事務
所

鳥獣駆除業務 令 和 6 年 4 月 1 日

（株）セノン　岡山支社
岡山市北区下石井２－１－
３　岡山第一生命ビルディ
ング２Ｆ

1,782,000

　本業務は航空機を運航させるために必要不可欠であり、緊急
出動が求められるため、当空港に常駐する必要がある。また、
滑走路等の立ち入りが制限される区域内の作業であるため、当
空港の施設の状況を熟知していることが求められる。
　そのような業者は、当空港の消防・警備業務を受託している
株式会社セノンに限定されるため。

第 ２ 号

43
県民生活部
岡山空港管理事務
所

岡山空港保安業務
（夜間機械警備）

令 和 6 年 4 月 1 日
セコム（株）
東京都渋谷区神宮前１－５
－１

6,922,080

　警備機器の切り替え等により機械警備を実施できない期間が
生じることなく継続的に業務委託できること等の条件を考慮し
た結果、委託することが可能なのはセコム株式会社のみであ
り、競争入札に適さないため。

第 ２ 号

44
県民生活部
岡山空港管理事務
所

岡山空港有害鳥獣
類捕獲・駆除業務

令 和 6 年 4 月 1 日

（一社）岡山県猟友会　岡
山地区西分会
岡山市北区奉還町４－５－
１６

1,200,000

　本業務は銃器及び罠による鳥獣駆除を行うため第1種狩猟免
許が必要であり、免許所持者が組織化され、柔軟に対応できる
のは一般社団法人岡山県猟友会岡山地区西分会に限定されるた
め。

第 ２ 号

45
環境文化部
脱炭素社会推進課

岡山県地球温暖化
防止活動推進員支
援事業

令 和 6 年 4 月 1 日
（公財）岡山県環境保全事
業団
岡山市南区内尾６６５－１

1,415,579

　地球温暖化防止活動推進員が行う普及啓発活動等に対する支
援は、地球温暖化防止活動推進センターとして県が唯一指定し
た当該財団以外では、本事業の円滑な実施は困難であり、業務
内容が競争入札に適さないため。

第 ２ 号

8
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消費税の額を含む。

46
環境文化部
脱炭素社会推進課

アースキーパーメ
ンバーシップシス
テム運用保守業務

令 和 6 年 4 月 1 日
（株）オーリス
岡山市南区西市６９３－１
１

1,188,000

　アースキーパーメンバーシップシステムの運用保守業務を適
切に行うには、障害発生時の手動による臨時対応など本システ
ムの内容に精通しておく必要があることから、本システムの開
発を行った上記業者以外に当該業務を行える者はいない。

第 ２ 号

47
環境文化部
環境管理課

令和６年度指定湖
沼汚濁負荷量削減
状況調査

令 和 6年 4月 18日

（株）日水コン　岡山事務
所
岡山市北区学南町２－６－
５１

3,300,000

　本調査は児島湖に係る第８期湖沼水質保全計画の進行管理を
目的として、各種水質保全対策の進捗状況や児島湖流域の人
口・産業等フレームの調査結果を基に、児島湖に流入する汚濁
負荷量の削減状況の把握と、それに見合った水質改善状況の比
較、検証を行うものである。
　第８期計画の進行管理を目的としていることから、検証を行
う際には、第８期計画策定時に構築した児島湖専用の水質シ
ミュレーションを用いて行う必要があり、この水質シミュレー
ションを取り扱うことができるのは、著作権等を有する株式会
社日水コンのみであることから随意契約により事業を実施す
る。

第 ２ 号

48
環境文化部
環境管理課

令和６年度テナガ
エビ増殖用リサイ
クル魚礁の開発・
設置等事業

令 和 6年 4月 19日
海洋建設（株）
倉敷市大畠１－６－１２

4,048,000

　本事業は水圏環境及び魚礁漁場調査並びに人工魚礁の開発実
績を有し、テナガエビなど水生生物の生態等に精通する者によ
り、魚礁の選定、設置から一連の調査に至るまでの全体を通じ
た計画立案及び進行管理を行うものである。

第 ２ 号

49
環境文化部
環境管理課

令和６年度児島湖
環境保全対策浄化
用水導入事業

令 和 6 年 4 月 1 日
総社市
総社市中央１－１－１

1,572,000
  本事業は用水樋門の操作と用水路の管理を行う業務であり、
管理者以外に実施することができないため。

第 ２ 号

50
環境文化部
循環型社会推進課

試料分析業務 令 和 6 年 4 月 8 日
（公財）岡山県環境保全事
業団
岡山市南区内尾６６５－１

１件当たり
89,100円

　迅速に原因究明等を行う必要がある分析業務であり、競争入
札による契約の手続をとるとその時期を失し、時間を要するほ
ど県民の負担は増大することとなり、契約の目的を達すること
ができないため。

第 ５ 号
単価契約
1,782,000円

51
環境文化部
循環型社会推進課

循環資源情報提供
システム保守業務

令 和 6 年 4 月 1 日

中電技術コンサルタント
（株）岡山支店
岡山市北区桑田町１８－２
１

1,782,000

　当システムは、契約者が構築しており、当システムに使用さ
れているソフトウェアやシステムの構築状況等を熟知していな
い他社では、安定的なシステムの保守作業が不可能であり、当
該者が、当業務を的確かつ合理的に実施できる唯一の業者であ
る。

第 ２ 号
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契約の相手方の
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52
環境文化部
循環型社会推進課

ウェブページ「晴
れの国クリーン
アップおかやま」
保守・運用業務

令 和 6 年 4 月 1 日
（株）ピリカ
東京都渋谷区宇田川町２－
１渋谷ホームズ１３０８

1,933,800

　ウェブページ「晴れの国クリーンアップおかやま」は、県内
で行われた清掃活動を、（株）ピリカが開発したスマートフォ
ン向けアプリ「ピリカ」の仕組みを活用して、インターネット
上で発信するものであり、平成２９年度に同社に委託し開発し
た。
　そのため、当ウェブページの保守・運用に当たっては、ウェ
ブページと密接不可分なアプリ「ピリカ」を開発・運用してお
り、かつウェブページの開発も担当した（株）ピリカが、当業
務を的確かつ合理的に実施できる唯一の業者である。

第 ２ 号

53
環境文化部
循環型社会推進課

中小企業３Ｒ推進
アドバイザ派遣事
業

令 和 6 年 4 月 1 日
（公財）岡山県環境保全事
業団
岡山市南区内尾６６５－１

6,141,300

　本事業は、中小企業に対し、廃棄物の３Ｒの取組の導入促進
のため、環境への取組などに精通した人物をアドバイザとして
企業に派遣することとしており、事業実施に当たっては、廃棄
物に関する技術的、法令的な知見を持ち、事業所に対して適切
なアドバイザを選定、派遣できる者である必要がある。
　（公財）岡山県環境保全事業団は、企業間における循環資源
に関する情報交換の促進や循環型社会の形成に関する事業者等
の意識向上を図ることなどを適切かつ確実に行うことができる
ものとして、岡山県循環型社会形成推進条例に基づく「岡山県
循環資源総合情報支援センター」に指定されており、本事業の
趣旨に最も適した者であることから、当業務を的確かつ合理的
に実施できる唯一の事業者である。

第 ２ 号

54
環境文化部
自然環境課

鳥獣保護センター
委託事業

令 和 6 年 4 月 1 日
（株）池田動物園
岡山市北区京山２－５－１

9,964,471

　鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律に基づ
き、傷病鳥獣の保護等を通じた鳥獣保護思想の普及啓発を目的
として、県は、池田動物園を鳥獣保護センターに指定し、傷病
野生鳥獣の保護・看護を行うため、同園隣接地に専用施設を整
備している。
　当該業務を円滑かつ確実に履行できるのは、専門技術を有す
る人員体制が整備され、その内容に精通している（株）池田動
物園以外にはない。これらの理由から、委託内容の性質が競争
入札に適さないため随意契約とする。

第 ２ 号

55
環境文化部
自然環境課

レッドデータブッ
ク等更新事業

令 和 6 年 4 月 1 日
岡山県野生動植物調査検討
会
岡山市南区内尾６６５－１

3,237,839

　本事業は、「岡山県版レッドデータブック」等の今後の改訂
に向けたデータベースの継続的な更新等を行うものである。
　このため、委託先の選定にあたっては、県内すべての野生動
植物分類群についての確認・評価できる専門知識を有するこ
と、これまで実施した希少動植物種の調査実績に基づく種の選
定・評価の継続性を有することが求められる。
　岡山県野生動植物調査検討会は、野生動植物に関するすべて
の分野の高い専門的知見を有するとともにフィールド調査も含
め学術調査の経験も豊富であること、「岡山県野生生物目録」
及び「岡山県版レッドデータブック」の作成に携わった者等で
構成されていること、県内の野生動植物の生息・生育情報の収
集を継続して実施し、本事業及び野生動植物に関する分野の情
報の整理・管理を継続的に行っていることから、適切に本事業
の実施目的を達成できる唯一の者である。

第 ２ 号

56
環境文化部
自然環境課

自然公園施設管理
委託業務

令 和 6 年 4 月 1 日
岡山市
岡山市北区大供１－１－１

1,689,149

　自然公園内に県が整備した自然公園施設は、地元市町村から
の要望を受け、施設用地を借り受けて設置している。また、県
施設周辺には市町村が整備した自然公園施設もあるため、一体
的な管理が必要なほか、異常気象時や被災時の状況把握、被害
への対応は、土地所有者である地元市町村が行うことが最も効
率的である。
　これらの理由から、委託業務の性質が競争入札に適さないた
め、随意契約とする。

第 ２ 号
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57
環境文化部
自然環境課

自然公園施設管理
委託業務

令 和 6 年 4 月 1 日
真庭市
真庭市久世２９２７－２

1,253,000

　自然公園内に県が整備した自然公園施設は、地元市町村から
の要望を受け、施設用地を借り受けて設置している。また、県
施設周辺には市町村が整備した自然公園施設もあるため、一体
的な管理が必要なほか、異常気象時や被災時の状況把握、被害
への対応は、土地所有者である地元市町村が行うことが最も効
率的である。
　これらの理由から、委託業務の性質が競争入札に適さないた
め、随意契約とする。

第 ２ 号

58
環境文化部
自然環境課

中国自然歩道管理
委託業務

令 和 6 年 4 月 1 日
高梁市
高梁市松原通２０４３

2,882,000

　中国自然歩道は、便所、休憩舎等の施設用地を地元市町村か
ら借りているため、施設等の管理について市町村に委託するこ
とを整備時に取り決めている。また、路線の多くは市町村が管
理する公道と重複して指定されており、一体的に管理する必要
があるほか、異常気象や災害発生時における迅速な対応のため
に、市町村による地域住民との密接な連携も必要である。
　これらの理由から、委託業務の性質が競争入札に適さないた
め、随意契約とする。

第 ２ 号

59
環境文化部
自然環境課

中国自然歩道管理
委託業務

令 和 6 年 4 月 1 日
美作市
美作市栄町３８－２

1,536,700

　中国自然歩道は、便所、休憩舎等の施設用地を地元市町村か
ら借りているため、施設等の管理について市町村に委託するこ
とを整備時に取り決めている。また、路線の多くは市町村が管
理する公道と重複して指定されており、一体的に管理する必要
があるほか、異常気象や災害発生時における迅速な対応のため
に、市町村による地域住民との密接な連携も必要である。
　これらの理由から、委託業務の性質が競争入札に適さないた
め、随意契約とする。

第 ２ 号

60
環境文化部
自然環境課

吉備路風土記の丘
南広場管理委託業
務

令 和 6 年 4 月 1 日
総社市
総社市中央１－１－１

1,955,140

　景観保全のために県が取得している備中国分寺の南側の土地
は、周囲の田園と一体となった景観を維持するための園地とし
て管理をしているが、園地が点在しているとともに、それらの
周囲は民地である水田に囲まれている。
　このため、耕作などの園地管理においては、隣接する耕作地
との関係や用水の使用等、民地所有者との綿密な連絡調整が必
要となることから、地元の事情に詳しい総社市に委託すること
により、円滑かつ効果的な管理運営を行うことができるため、
随意契約とする。

第 ２ 号

61
環境文化部
自然環境課

みどりの少年隊交
流集会及び指導者
研修会事業

令 和 6 年 4 月 1 日
（公社）岡山県緑化推進協
会
岡山市北区錦町１－８

1,941,500

　（公社）岡山県緑化推進協会は、緑化の推進に取り組むとと
もに、これに係る県民の活動を幅広く支援することにより県土
の緑化に寄与することを目的とした事業を行っている。
　また、緑の少年隊等県下の地域緑化団体を掌握し、緑のボラ
ンティア団体の指導者育成についても、公益事業の一つに掲げ
ており、協会の事業と一体的に実施することにより、高い相乗
効果が期待できる。

第 ２ 号

62
環境文化部
自然環境課

緑化運動ポスター
等コンクール実施
業務

令 和 6 年 4 月 1 日
（公社）岡山県緑化推進協
会
岡山市北区錦町１－８

1,023,000

　（公社）岡山県緑化推進協会は、緑化の推進に取り組むとと
もに、これに係る県民の活動を幅広く支援することにより県土
の緑化に寄与することを目的とした事業を行っている。委託を
行う緑化コンクールは、（公社）国土緑化推進機構主催の「国
土緑化運動・育樹運動ポスター原画コンクール」の県予選を兼
ねており、また、同協会が当該団体の下部組織であることか
ら、一連のコンクール業務を最も効果的に実施できる唯一の団
体である。

第 ２ 号
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63
環境文化部
自然環境課

ツキノワグマ保護
管理対策業務

令 和 6 年 4 月 1 日

岡山県ツキノワグマ研究グ
ループ
岡山市北区南方５－４－１
５

1,370,000

　本業務は、第二種特定鳥獣管理計画に基づき、ツキノワグマ
の錯誤捕獲に伴う放獣作業や出没状況調査等を実施するもので
ある。当該事業の実施に当たっては、ツキノワグマの生態や安
全管理等に関する高度な専門知識と技術が必要である。岡山県
ツキノワグマ研究グループは、ツキノワグマ出没調査や放獣作
業を継続して実施した実績があり、現地調査等を安全かつ迅速
に実施することができる唯一の業者であることから、契約の性
質又は目的が競争入札に適さないため随意契約とする。

第 ２ 号

64
環境文化部
文化振興課

おかやま子どもみ
らい塾事業実施業
務

令 和 6 年 4 月 1 日
（公社）岡山県文化連盟
岡山市北区天神町８－５４

4,579,850

　おかやま子どもみらい塾事業実施業務は、県下の芸術文化全
般に関する専門的知識と情報を持ち、講師派遣を希望する小・
中学校に対する相談及びアドバイスを行いながら、講座内容に
適した講師の選定及び講師との日程調整など、総合的なコー
ディネイトを確実に行うことができる者でなければならない。
　（公社）岡山県文化連盟は、分野や世代を超えて様々な文化
芸術事業を通じて、地域への愛着と誇りを育むとともに、音
楽、美術、伝統芸能など幅広い分野の団体や､各市町村の文化
協会等を会員に持ち、これらの会員団体の協力のもと、当該事
業の派遣講師にもなり得る人材のデータベースである「文化人
材バンク」を設置して、芸術・文化情報の収集・発信を行うな
ど、地域の文化振興に精力的に取り組んでいることから、本事
業を最も効果的、かつ効率的に実施できる唯一の団体であり、
契約の性質又は目的が競争入札に適しないため。

第 ２ 号

65
環境文化部
スポーツ振興課

国民スポーツ大会
派遣業務

令 和 6 年 4 月 1 日

（公財）岡山県スポーツ協
会
岡山市北区いずみ町２－１
－３

91,777,000

　国民スポーツ大会へ選手団を円滑に派遣し、本来の実力が発
揮できるようサポートを行うもので、選手のエントリーは、各
都道府県スポーツ協会から（公財）日本スポーツ協会へ行うシ
ステムとなっており、各競技団体との連絡調整を行うととも
に、開催都道府県スポーツ協会とも連携しながら進める必要が
ある。このため、契約の性質又は目的が競争入札に適しないた
め。

第 ２ 号

66
環境文化部
スポーツ振興課

地域クラブ活動環
境整備事業

令 和 6 年 4 月 1 日

（公財）岡山県スポーツ協
会
岡山市北区いずみ町２－１
－３

6,490,000

　（公財）岡山県スポーツ協会において管理運営している「お
かやまスポーツナビ」の機能をより充実させ、今後、地域クラ
ブ活動の指導者となる人材の確保や、地域クラブ活動を広域的
に収集し、情報を発信していくとともに、指導者の資質の向上
等を目的とし、研修会を開催するものである。当該協会は「お
かやまスポーツナビ」の管理・運営の実績があることや、加盟
団体や総合型地域スポーツクラブなどを統括していることか
ら、契約の性質又は目的が競争入札に適しないため。

第 ２ 号

67
環境文化部
スポーツ振興課

県民スポーツ推進
事業

令 和 6 年 4 月 1 日

（公財）岡山県スポーツ協
会
岡山市北区いずみ町２－１
－３

2,528,000

　（公財）岡山県スポーツ協会は、競技スポーツ及び生涯ス
ポーツの普及促進等を目的に活動し、平成２２年４月１日に岡
山県と協定を締結し、県内で唯一の広域スポーツセンターとし
て、総合型地域スポーツクラブの創設や運営等について支援事
業を行っており、各クラブの実情を把握している。このため、
契約の性質又は目的が競争入札に適しないため。

第 ２ 号

68
環境文化部
スポーツ振興課

ライフステージに
応じたスポーツ活
動推進事業

令 和 6 年 4 月 1 日

（公財）岡山県スポーツ協
会
岡山市北区いずみ町２－１
－３

2,517,000

　（公財）岡山県スポーツ協会は、県下における体育・スポー
ツの普及振興に努め、県民の体力向上とスポーツ精神の高揚を
図ることを目的として設立された団体であり、加盟団体との連
携や総合型地域スポーツクラブの設立支援や育成を担ってい
る。このため、契約の性質又は目的が競争入札に適しないた
め。

第 ２ 号

12



№
契約の相手方の
名称及び所在地

契約金額（円） 随意契約の理由 備　 考事業実施課所 契約に係る業務名 契約締結年月日

地方自治
法施行令
第１６７
条の２第
１項中の
該当号

消費税額及び地方
消費税の額を含む。

69
環境文化部
環境保健センター

令和６年度環境放
射線等監視システ
ム保守管理業務委
託

令 和 6 年 4 月 1 日
（株）日立製作所中国支社
広島県広島市中区袋町５－
２５

16,500,000
　特殊な設備・機器等の操作を要する業務であるため、業務の
履行が可能な者が特定されるため。

第 ２ 号

70
保健医療部
医療推進課

岡山県医療勤務環
境改善支援セン
ター事業

令 和 6 年 4 月 1 日
（公社）岡山県医師会
岡山市北区駅元町１９－２

4,725,237

　医療法第30条の21により、県は医療従事者の勤務環境改善に
努めることとされ、当該業務は同法第30条の21第2項及び厚生
労働省令で「適切かつ中立に実施できる者として県知事が認め
た者」に委託して実施することができるとされている。県内に
おいて、当該事業を適切かつ中立に実施できる団体は、公益を
目的として設立され、会員の医療経営の安定と良質な医療の提
供を事業の一つとしている公益社団法人岡山県医師会以外にな
く、本事業の性質は一般競争入札に適さない。

第 ２ 号

71
保健医療部
医療推進課

岡山県ナースセン
ター事業

令 和 6 年 4 月 1 日
（公社）岡山県看護協会
岡山市北区兵団４－３１

21,662,488

　「看護師等の人材確保に関する法律」に基づく、未就業看護
職員の把握、無料就業紹介、再就業のための資質向上等の就労
促進に関する事業であり、同法第15条第3号規定の看護につい
ての知識及び技能に関する情報の提供、相談その他の援助及び
第5号規定の無料の職業紹介事業、第6号規定の就業の促進に関
する情報の提供、相談その他の援助、第7号規定の看護に関す
る啓発活動、第8号規定の看護師等の確保を図るために必要な
業務を行うこととされている、ナースセンターが行う事業であ
る。ナースセンターの指定は、（公社）岡山県看護協会しか受
けていないため、契約の性質又はないようが競争入札に適さな
い。

第 ２ 号

72
保健医療部
医療推進課

ナースセンター機
能強化事業

令 和 6 年 4 月 1 日
（公社）岡山県看護協会
岡山市北区兵団４－３１

5,638,930

　「看護師等の人材確保に関する法律」に基づく、未就業看護
職員の把握、無料就業紹介、再就業のための資質向上等の就労
促進に関する事業であり、同法第15条第3号規定の看護につい
ての知識及び技能に関する情報の提供、相談その他の援助、第
6号規定の就業の促進に関する情報の提供、相談その他の援
助、第7号規定の看護に関する啓発活動、第8号規定の看護師等
の確保を図るために必要な業務を行うこととされている、「都
道府県ナースセンター事業」である。
　ナースセンターの指定は、県内では（公社）岡山県看護協会
しか受けていないため、契約の性質又は内容が競争入札に適さ
ない。

第 ２ 号

73
保健医療部
医療推進課

訪問看護ＩＣＴ連
携基盤整備事業

令 和 6 年 4 月 1 日
（一社）岡山県訪問看護ス
テーション連絡協議会
岡山市北区兵団４－３９

1,725,240

　訪問看護ステーションのICTを活用した連携体制の整備のた
めに、訪問看護職員に対する研修、多職種間での連携モデル地
域における情報共有や地域のBCP・BCM策定等を実施するものだ
が、事業を効果的に実施するためには、訪問看護業務に精通し
ていることが不可欠であることから、業務遂行可能な団体は限
定され、契約の目的が競争入札に適さないため。

第 ２ 号

13



№
契約の相手方の
名称及び所在地

契約金額（円） 随意契約の理由 備　 考事業実施課所 契約に係る業務名 契約締結年月日

地方自治
法施行令
第１６７
条の２第
１項中の
該当号

消費税額及び地方
消費税の額を含む。

74
保健医療部
医療推進課

訪問看護推進事業 令 和 6 年 4 月 1 日
（一社）岡山県訪問看護ス
テーション連絡協議会
岡山市北区兵団４－３９

4,024,000

　当法人は、県下の訪問看護ステーションの管理者で組織され
ており、訪問看護の質を向上するための研修や広報活動を行っ
ている実績がある。また、医療機関等と連携し、訪問看護の実
態調査及び課題の分析を行い、地域の実情に即した事業を効果
的に実施できる事業者は他にないため。本事業は、訪問看護の
推進を図るために、実態調査や医療機関との連携促進、訪問看
護職員に対する研修及び普及啓発等を実施するものである。事
業を効果的に実施するためには、訪問看護業務に精通している
ことが不可欠であることから、業務遂行可能な団体は限定さ
れ、契約の目的が競争入札に適さないため。

第 ２ 号

75
保健医療部
医療推進課

看護職員・出向交
流事業

令 和 6 年 4 月 1 日
（公社）岡山県看護協会
岡山市北区兵団４－３１

3,023,614

　岡山県看護協会は、県内の医療機関や訪問看護ステーション
等で就労する看護職員によって組織され、看護職員の資質向上
を図ることを主たる事業とし、人材育成に関する研修実績　が
豊富であり、県内の医療機関等との連携を要する本事業を総合
的に実施できる唯一の団体であるため。当該事業は、看護職員
の資質向上のため、県内の医療機関等に事業参加施設の募集を
し、施設間の調整や事業の周知等を行う事業であり、岡山県看
護協会のみが唯一当該事業を実施できるため、その性質又は内
容が競争入札に適さない。

第 ２ 号

76
保健医療部
医療推進課

岡山県看護学生奨
学資金システム保
守業務

令 和 6 年 4 月 1 日
（株）ＮＴＴデータ中国
岡山支店
岡山市北区表町１－５－１

1,028,500

  岡山県看護学生奨学資金システム本体の保守やその運用に係
る支援を円滑かつ確実に履行することができるのは、当該シス
テムを独自に開発し、その内容に精通している株式会社ＮＴＴ
データ中国岡山支店が唯一の業者であり、契約の性質又は目的
が競争入札に適しないため。

第 ２ 号

77
保健医療部
医療推進課

令和６年度岡山県
女性医師キャリア
センター運営事業

令 和 6 年 4 月 1 日
（大）岡山大学
岡山市北区津島中１－１－
１

12,489,000

　国立大学法人岡山大学は、平成１９年度から女性医師の復職
支援事業に取り組んでおり、そのノウハウに基づき、有効かつ
適切な事業を行うことができる。
　国立大学法人岡山大学は、平成１９年度から先進的に女性医
師の復職研修事業に取り組んでおり、国のモデル事業に採択さ
れるなど、各診療科の専門医による指導体制が整っている。ま
た、県医師会や地域の医療機関と連携し、復職研修の受入先を
拡充しており、離職防止や再就業の促進を図る本事業を効率的
に実施できる者は他にない。

第 ２ 号

78
保健医療部
医療推進課

令和６年度岡山県
女性医師復職支援
事業

令 和 6 年 4 月 1 日
（公社）岡山県医師会
岡山市北区駅元町１９－２

1,824,000

　公益社団法人岡山県医師会は、県内の医師の大半が所属する
団体で、病院管理者や多くの女性医師も会員となっている。ま
た、離職医師に対する職業紹介事業を許可された団体であり、
関係団体との調整を円滑に行うことができる。
　本事業は、女医部会を中心に、女性医師を取り巻く環境を改
善するため、保育支援や職場環境の整備にも積極的に取り組む
とともに、厚生労働省に許可された女性医師バンクを運営し、
県下の求人・求職情報を把握して職業紹介事業を行うものであ
り、業務の性質又は目的が競争入札に適しないため。

第 ２ 号

14



№
契約の相手方の
名称及び所在地

契約金額（円） 随意契約の理由 備　 考事業実施課所 契約に係る業務名 契約締結年月日

地方自治
法施行令
第１６７
条の２第
１項中の
該当号

消費税額及び地方
消費税の額を含む。

79
保健医療部
医療推進課

岡山県地域医療支
援センター運営委
託事業

令 和 6 年 4 月 1 日
（大）岡山大学
岡山市北区津島中１－１－
１

21,894,000

　本事業は、医学生及び医師の教育・育成、臨床に関する研究
のほか、地域医療の課題等の研究等を行うことにより、医師や
医学生のキャリア形成支援等を行うものであり、業務の性質が
一般競争入札に適さない。

 国立大学法人岡山大学は、医学部、大学院医歯薬学総合研究
科及び大学病院において、医学生及び医師の教育・育成、臨床
に関する研究のほか、地域医療の課題等の研究に取り組んでお
り、また、多くの病院に医師を派遣している。
　特に、県内の医師確保については、平成２１年度入学者選抜
から医学部医学科に地域枠を設置し、県内の地域医療を担う医
師の育成に努めている。さらに、平成２２年５月から大学院医
歯薬学総合研究科に県の寄付講座「地域医療人材育成講座」を
設置している。
　県の地域枠及び県の寄付講座（地域医療）は、県内では同大
学のみに設置していることから、医師や医学生のキャリア形成
支援等を行う本事業を、これらの事業と連携して効果的に実施
できる者は、他にいない。

第 ２ 号

80
保健医療部
医療推進課

令和６年度　オン
ライン診療による
中山間・島しょ部
などの医療過疎地
域における医療確
保事業

令 和 6 年 4 月 1 日
（公社）岡山県医師会
岡山市北区駅元町１９－２

3,100,000

　公益社団法人岡山県医師会は、病院管理者を含む県内の医師
の大半が所属する団体で、日常的に医療関係団体と協力しなが
ら公益目的の事業に取り組んでいることから、各医療機関、看
護協会、薬剤師会等、本事業の関係機関との協議・調整を円滑
に実施することができる。
　本事業は、中山間・島しょ部において、看護師、保健師等が
診察に立ち会い診療支援病院との間でオンライン診療を行う
為、医療機関や看護協会、薬剤師会等の医療関係団体、また、
地元行政機関とも緊密な関係を有し、本県の医療提供体制を熟
知している当該団体以外に本事業を効果的に実施できる者はお
らず、競争入札に適しない。

第 ２ 号

81
保健医療部
医療推進課

令和６年度岡山県
へき地医療支援機
構運営事業

令 和 6 年 4 月 1 日
（福）恩賜財団済生会 支部
岡山県済生会
岡山市北区国体町２－２５

8,660,000

　本事業は、へき地保健医療対策等実施要綱に基づき次の要件
を満たす者を保健医療計画に位置づけた上で実施することとさ
れており、本県では岡山県済生会総合病院を指定しており、そ
の性質又は目的が競争入札に適しないため。
（要件）岡山県医療審議会の議を経て策定される岡山県保健医
療計画において、本事業は岡山済生会総合病院へ委託すること
としている。なお、事業実施にあたっては、全県的な視点から
県内へき地医療支援事業の企画、調整に対応していく必要があ
るが、岡山済生会総合病院は、へき地医療に精通した人材を有
し、へき地医療従事者の確保・養成、無医地区への検診事業や
へき地診療所への医師派遣等の実績があり、関係事業に積極的
に取組み豊富なノウハウを有しており、各地域の市町村、病
院、診療所等との円滑な調整を行うことが期待できることから
岡山済生会総合病院以外に当該業務を委託する適当な機関がな
いため。

第 ２ 号

82
保健医療部
医薬安全課

岡山県難病診療連
携拠点病院事業委
託

令 和 6 年 4 月 1 日
（大）岡山大学
岡山市北区鹿田町２－５－
１

2,640,000

　岡山県難病診療連携拠点病院等指定要領において定められた
相談窓口の設置、遺伝子関連検査等の施設基準、遺伝子関連検
査及び遺伝子カウンセリングの体制等の要件を満たしたもので
なければ実施することができず、その性質・目的が競争入札に
適さないため。

第 ２ 号

15
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契約の相手方の
名称及び所在地

契約金額（円） 随意契約の理由 備　 考事業実施課所 契約に係る業務名 契約締結年月日

地方自治
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83
保健医療部
医薬安全課

令和６年度岡山県
特定疾患等システ
ム運用保守業務委
託

令 和 6 年 4 月 1 日
富士通Ｊａｐａｎ（株）
岡山市北区磨屋町１０－１
２

1,276,000

　特定医療等事務の実施にあたり、専用の電算システムを利用
している。新たなシステムの導入には多額の費用が生じるた
め、既存のシステムのベンダーに年間の保守業務を委託するの
が適当であり、競争入札には適さない。

第 ２ 号

84
保健医療部
健康推進課

小児医療費償還給
付支援システム保
守管理委託

令 和 6 年 4 月 1 日
岡山県国民健康保険団体連
合会
岡山市北区桑田町１７－５

1,244,100

　医療保険上の審査支払業務（レセプトデータ）を取り扱うこ
とができるのは、医療保険各法の規定により、国民健康保険団
体連合会、社会保険診療報酬支払基金及び後期高齢者広域連合
の３者に限られているが、社会保険診療報酬支払基金及び後期
高齢者広域連合は、地方単独事業に係るシステムには対応しな
いとの方針があるため、委託先は国民健康保険団体連合会に限
られることにより、随意契約とするものである。

第 ２ 号

85
保健医療部
健康推進課

国保ヘルスアップ
支援事業（特定健
診受診勧奨事業）

令 和 6 年 4 月 1 日
（株）キャンサースキャン
東京都品川区西五反田１－
３－８

62,986,627

　本事業は人工知能及びソーシャルマーケティングを利用して
特定健診の受診率向上を図るものであり、特殊な技術、システ
ム、データ等を必要とすることから競争入札には適しておら
ず、事業の目的を達成できる業者は他にいないため。

第 ２ 号

86
保健医療部
健康推進課

国保ヘルスアップ
支援事業（医療費
等分析によるＣＫ
Ｄ重症化予防モデ
ル事業）

令 和 6 年 4 月 1 日

（大）岡山大学　岡山大学
病院
岡山市北区鹿田町２－５－
１

29,306,090

　本事業は、県内医療費等の分析・評価、透析治療患者の現状
分析、それらの分析結果等を利用した研修会の開催などが主な
業務であり、糖尿病、慢性腎臓病に関する高度な専門知識を必
要であり、競争入札には適さないため。

第 ２ 号

87
保健医療部
健康推進課

糖尿病医療連携推
進事業

令 和 6 年 4 月 1 日

（大）岡山大学　岡山大学
病院
岡山市北区鹿田町２－５－
１

20,000,000

　本事業は、糖尿病等に係る医師等の研修会、連携会議等を開
催するものであり、開催等には、県内全ての医療機関、医師会
や他の医療大学等と密接な協力、信頼関係が必要である。ま
た、研修会等の開催には、高度かつ先進的な専門知識が必要で
あり、岡山大学は県内で契約の目的を達することができる唯一
の相手方である。

第 ２ 号

88
保健医療部
健康推進課

国保ヘルスアップ
支援事業（健診・
医療・介護データ
の一体的な分析事
業）

令 和 6 年 4 月 1 日

産業医科大学ヘルスマネジ
メントシステム有限責任事
業組合
北九州市八幡西区医生ヶ丘
１－１

3,971,000

　本事業は、独自のシステムを使用するものであり、更に高度
かつ先進的・専門的な知識・技術を必要とする。また行政と大
学の連携体制の構築も必要であることから、競争入札には適さ
ない。

第 ２ 号

89
保健医療部
健康推進課

国保ヘルスアップ
支援事業（健診・
医療・介護データ
の一体的な分析事
業）

令 和 6 年 4 月 1 日
（大）岡山大学
岡山市北区津島中１－１－
１

3,971,000

　本事業は、独自のシステムを使用するものであり、更に高度
かつ先進的・専門的な知識・技術を必要とする。また行政と大
学の連携体制の構築も必要であることから、競争入札には適さ
ない。

第 ２ 号

16
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90
保健医療部
健康推進課

在宅歯科医療連携
室整備事業

令 和 6 年 4 月 1 日
（一社）岡山県歯科医師会
岡山市北区石関町１－５

2,619,100

　本事業は、在宅歯科医療に関する専門的かつ高度な知識を必
要とし、かつ、地域のニーズを把握し地元の歯科診療所と密接
に連携を図る必要があるが、本条件を満たす団体は、県下に岡
山県歯科医師会しか存在しないため。

第 ２ 号

91
保健医療部
健康推進課

在宅歯科往診普及
センターの運営に
係る事業

令 和 6 年 4 月 1 日
（一社）岡山県歯科医師会
岡山市北区石関町１－５

1,856,360

　本事業は、地域における在宅医療・介護連携の推進に関する
専門的かつ高度な知識を必要とし、かつ、地域の状況に精通し
ている地元の歯科医師の協力が不可欠である。また、地域と密
接な関係にある地元の歯科診療所がその中心となることが効果
的であり、本条件を満たす団体は、県内全域に支部を擁する岡
山県歯科医師会しか存在しないため。

第 ２ 号

92
保健医療部
健康推進課

在宅療養者に対す
る歯科医療推進事
業

令 和 6 年 4 月 1 日

（大）岡山大学　岡山大学
病院
岡山市北区鹿田町２－５－
１

1,918,000
　障害者歯科治療に関する情報提供ができ、専門的な知識を有
する歯科医師を擁している団体が適当であるが、本条件を満た
す団体は県下に岡山大学病院しか存在しないため。

第 ２ 号

93
保健医療部
健康推進課

死生学とアドバン
スケアプランニン
グを取り入れた要
介護高齢者の尊厳
を最期まで守る多
職種連携口腔栄養
関連サービスの推

令 和 6 年 4 月 1 日

（大）岡山大学　岡山大学
病院
岡山市北区鹿田町２－５－
１

2,440,680

　アドバンスドケアプランニングや口腔栄養に関する情報提供
ができ、専門的な知識を有する専門職を擁している団体である
必要があるが、本条件を満たす団体は、県下に岡山大学病院し
か存在しないため。

第 ２ 号

94
保健医療部
健康推進課

１２０１推進事業 令 和 6 年 4 月 1 日
（一社）岡山県歯科衛生士
会
岡山市北区石関町１－５

1,239,480

　本事業の実施においては、歯科の分野において専門的かつ高
度な知識を有し、地域に貢献している地元の歯科衛生士の協力
が必要であり、このような歯科衛生士を多数有する団体である
必要があるが、本条件を満たす団体は、県下に岡山県歯科衛生
士会しか存在しないため。

第 ２ 号

95
保健医療部
健康推進課

難治性精神疾患地
域移行促進事業

令 和 6 年 4 月 1 日

（地独）岡山県精神科医療
センター
岡山市北区鹿田本町３－１
６

1,587,238

　県内において、難治性患者の治療にいち早く取り組み、症例
も多く、十分な経験を持つ医療スタッフが確保されており、岡
山県精神科医療センターを除いては他にその役割を担える医療
機関は他になく、その性質又は目的が競争入札に適さないた
め。

第 ２ 号

96
保健医療部
健康推進課

依存症対策総合支
援事業

令 和 6 年 4 月 1 日

（地独）岡山県精神科医療
センター
岡山市北区鹿田本町３－１
６

2,105,070

　岡山県精神科医療センターは依存症についての十分な経験を
持つスタッフを確保しており、依存症治療の治療拠点機関とし
て、また、県内精神科医療機関の連携拠点としての実績を持つ
団体であり、契約の性質又は目的が競争入札に適さないため。

第 ２ 号

17
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97
保健医療部
健康推進課

岡山県入院者訪問
支援事業

令 和 6 年 4 月 1 日
(一社）おかやま精神医療ア
ドボケイトセンター

1,901,387

　一般社団法人おかやま精神医療アドボケイトセンターは、精
神科病院に入院している方への権利擁護を果たすため、電話相
談・訪問相談・アドボケイトの養成・調査研究等の活動を展開
している法人である。
　メンバーには、精神障害者当事者、精神科医師、精神保健福
祉士、弁護士等がおり、令和５年度から、国の研修を修了の
上、岡山市が全国に先駆けて実施している入院者訪問支援事業
を受託し、入院者訪問支援員養成研修、電話相談、訪問支援員
の派遣を実施している。事業の実施ができる要件を満たす団体
は県下では存在しないため。

第 ２ 号

98
保健医療部
健康推進課

ひきこもり予防支
援事業

令 和 6 年 4 月 1 日
ＫＨＪ岡山きびの会
岡山市北区表町１－６－６
４

1,010,600

　KHJ岡山きびの会は、全国ネットワークを有する唯一のひき
こもり家族会「KHJ全国ひきこもり家族会連合会」の支部組織
であり、全国の家族会と連携し、よりよい支援の実現を目指し
ている団体である。また、岡山県内全域を対象にひきこもりの
本人や家族が安心して利用できる居場所を確保し、社会体験・
社会参加ができるよう支援を実施するとともに、関係機関と連
携してひきこもりの本人や家族への支援を行っており、本事業
の円滑な実施が可能である。なお、同団体は、過去にも本業務
を受託し適正に履行しており、本業務に対応する条件を満たす
唯一の団体であるため。

第 ２ 号

99
保健医療部
健康推進課

岡山県全世代型ア
ウトリーチ事業

令 和 6 年 4 月 1 日

(地独）岡山県精神科医療セ
ンター
岡山市北区鹿田本町３－１
６

1,449,800

　本事業は、医療を中心とする多職種チームが、精神障害者の
日常生活上の危機時に介入し、医療導入や治療継続への専門的
な支援を推進することを目的としている。医療機関内に多職種
の訪問チームを有し、県南において精神科救急や訪問支援の実
績を有する医療機関は、岡山県精神科医療センターを除いては
他にその役割を担える機関はなく、事業の性質または目的が競
争入札に適さないため。

第 ２ 号

100
保健医療部
健康推進課

電話相談支援事業 令 和 6 年 4 月 1 日
(福）岡山いのちの電話協会
岡山市北区上中野１－３－
５

3,300,000

　専門的な対応技能を持つ人材を有する民間団体が実施する
365日24時間対応の電話相談機能の充実を図るものであり、当
該団体に委託することでのみ電話相談の側面から県内における
自殺対策を強化するという目的を達することができるため。

第 ２ 号

101
保健医療部
健康推進課

高次脳機能障害及
びその関連障害に
対する支援普及事
業

令 和 6 年 4 月 1 日
（学）川崎学園
倉敷市松島５７７

2,179,421
　国及び県実施要綱において、県が指定した支援拠点機関で当
該事業を実施することとなっているため。

第 ２ 号

102
保健医療部
健康推進課

高次脳機能障害及
びその関連障害に
対する支援普及事
業

令 和 6 年 4 月 1 日
（福）旭川荘
岡山市北区祇園８６６

2,130,078
　国及び県実施要綱において、県が指定した支援拠点機関で当
該事業を実施することとなっているため。

第 ２ 号

18
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103
保健医療部
健康推進課

おかやま妊娠・出
産サポートセン
ター事業

令 和 6 年 4 月 1 日
（大）岡山大学
岡山市北区津島中１－１－
１

2,643,300

　本業務は、女性の健康等に関する専門的知識及び相談者の精
神的負担をケアするための高度な知識と技術を必要とする業務
である。これらの知識と技術を持つ専門職の医師等が従事して
おり、さらに産婦人科等関連分野の診療科を有し、緊密な連携
が可能である医療機関でなければならず、契約の性質、目的が
競争入札に適さないため。

第 ２ 号

104
保健医療部
健康推進課

岡山県不妊専門相
談センター事業

令 和 6 年 4 月 1 日
（大）岡山大学
岡山市北区津島中１－１－
１

4,545,794

　本業務は、不妊治療に関する専門的知識及び不妊による精神
的負担をケアするための高度な知識と技術を必要とする業務で
ある。これらの知識と技術を持つ専門職の医師等が従事してお
り、 さらに泌尿器科を有し、連携が可能である医療機関でな
ければならず、契約の性質、目的が競争入札に適さないため。

第 ２ 号

105
保健医療部
健康推進課

子どもの心の診療
ネットワーク事業

令 和 6 年 4 月 1 日

（地独）岡山県精神科医療
センター
岡山市北区鹿田本町３－１
６

3,773,220

　本事業は、各関係機関と連携した支援体制ネットワークの構
築を行うとともに、専門機関に対する情報提供や医学的支援、
問題行動発生時の医師派遣等をその内容としており、子どもの
心の問題に専門的かつ総合的な対応が可能な医療機関と委託契
約を締結する必要があるため、競争入札に適さない。

第 ２ 号

106
保健医療部
健康推進課

先天性代謝異常等
検査事業

令 和 6 年 4 月 1 日
（公財）岡山県健康づくり
財団
岡山市北区平田４０８－１

先天性代謝異常
等検査1,494円／
件、甲状腺機能
低下症検査844円
／件、タンデム
マス検査843円／
件

　本検査業務については、ろ紙血を用いて行う検査であるが、
特殊な検査機器と熟練を必要とし、また、生後数週間の間に速
やかに県下医療機関や行政機関と連絡調整を図る必要があるこ
とから、県内の検査機関でなければならず、その検査機関は県
内で１検査機関であるため。

第 ２ 号
単価契約
22,515,118円

107
保健医療部
疾病感染症対策課

岡山県肝疾患診療
連携拠点病院事業

令 和 6 年 4 月 1 日

（大）岡山大学　岡山大学
病院
岡山市北区鹿田町２－５－
１

8,700,000

　当該事業は、国の実施要領において、肝疾患診療連携拠点病
院において実施することになっている。岡山大学病院は、本県
における医療の拠点であり、肝疾患の診療においては、県内
トップクラスの診療実績を有する医療機関である。また、現
在、県内において肝臓専門医として活躍している優れた医療関
係者の多くを育成、輩出している本県の中核教育機関であるか
ら。

第 ２ 号

108
保健医療部
疾病感染症対策課

岡山県肝炎治療特
別促進事業、ウイ
ルス性肝炎患者等
の重症化予防事業
並びに肝がん・重
度肝硬変治療研究
促進事業に係る窓
口業務委託

令 和 6 年 4 月 1 日
岡山市
岡山市北区大供１－１－１

2,611,800

　２の委託内容を確実に履行できるのは、区域を管轄し、政令
市として感染症業務など保健福祉に関する行政サービスを市民
に提供している地方公共団体（岡山市）のみであり、契約の性
質又は目的が競争入札に適さないため。

第 ２ 号

109
保健医療部
疾病感染症対策課

岡山県肝炎治療特
別促進事業、ウイ
ルス性肝炎患者等
の重症化予防事業
並びに肝がん・重
度肝硬変治療研究
促進事業に係る窓
口業務委託

令 和 6 年 4 月 1 日
倉敷市
倉敷市西中新田６４０

2,611,800

　２の委託内容を確実に履行できるのは、区域を管轄し、中核
市として感染症業務など保健福祉に関する行政サービスを市民
に提供している地方公共団体（倉敷市）のみであり、契約の性
質又は目的が競争入札に適さないため。

第 ２ 号

19



№
契約の相手方の
名称及び所在地

契約金額（円） 随意契約の理由 備　 考事業実施課所 契約に係る業務名 契約締結年月日

地方自治
法施行令
第１６７
条の２第
１項中の
該当号

消費税額及び地方
消費税の額を含む。

110
保健医療部
疾病感染症対策課

肝炎ウイルス検査
事業

令 和 6 年 4 月 1 日
（公社）岡山県医師会
岡山市北区駅元町１９－２

5,463,696

　検査希望者の利便性の向上を図る観点から、県内全域で肝炎
検査が実施可能である必要があるが、岡山県医師会以外に実施
可能な団体は他になく競争入札に適さないため。また、当該団
体は、県下２４の郡市医師会の会員医師によって構成され、地
域医療及び地域保健の充実に関する活動等を行っている県内唯
一団体であり、当該肝炎検査業務及び実施機関の取りまとめの
実施が可能な団体は他にないため。

第 ２ 号

111
保健医療部
疾病感染症対策課

がん精密検診結果
収集管理事業

令 和 6 年 4 月 1 日

（大）岡山大学　岡山大学
病院
岡山市北区鹿田町２－５－
１

4,732,200

　岡山県がん診療連携拠点病院（厚生労働省指定）として、県
内の地域がん診療連携拠点病院や地域がん診療病院、がん診療
連携推進病院等におけるがん診療の質の向上及びがん診療の連
携協力体制の構築に関し中心的な役割を担っている。また、平
成23年度からは、院内に「岡山県地域がん登録室」を設置し、
本県におけるがん精密検査及びがん罹患のデータ収集業務を
行っている。本事業の実施に当たっては、がん精密検査及びが
ん登録に関する専門知識を有する職員と、高度なセキュリティ
対策が施された専用スペースが不可欠であり、岡山大学病院以
外に事業を実施できる者はいないため。

第 ２ 号

112
保健医療部
疾病感染症対策課

がん検診等医療従
事者研修事業

令 和 6 年 4 月 1 日
（公社）岡山県医師会
岡山市北区駅元町１９－２

1,746,076

　本事業は高度な医学的専門知識を持つことが必要であり、県
内すべての医療機関と円滑な協力関係が不可欠であるため、本
事業を実施できるのは、公益社団法人 岡山県医師会以外には
ないため。

第 ２ 号

113
保健医療部
疾病感染症対策課

岡山県予防接種セ
ンター機能推進事
業

令 和 6 年 4 月 1 日
（学）川崎学園
倉敷市松島５７７

1,792,000

　本業務は、接種要注意者等に対する予防接種の実施、医療相
談事業、予防接種に関する知識や情報の提供等であるため、予
防接種に関する専門的知識や相談者の精神的負担をケアするた
めの高度な技術を必要とする。このため、これらの知識と技術
を有する小児科診療の専門家等が従事し、県内接種医療機関へ
の予防接種に関する支援が可能である医療機関でなければなら
ない。
　以上の条件を満たす委託業者は学校法人川崎学園の他にない
ため。

第 ２ 号

114
保健医療部
疾病感染症対策課

結核医療相談・技
術支援センター事
業

令 和 6 年 4 月 1 日
国立病院機構南岡山医療セ
ンター
都窪郡早島町早島４０６６

3,367,650

　平成２５年２月に改正した岡山県結核予防計画により、多剤
耐性結核や管理が複雑な結核の治療を担う県内結核医療の中核
的な病院として、南岡山医療センターと健康づくり財団附属病
院を岡山県結核診療連携拠点病院として指定したところであ
り、地域の医療従事者や医療機関等に対し医療相談や技術支援
を適切に実施できるのは、これら２病院以外にはない。

第 ２ 号

115
保健医療部
疾病感染症対策課

結核医療相談・技
術支援センター事
業

令 和 6 年 4 月 1 日
（公財）岡山県健康づくり
財団附属病院
岡山市北区平田４０８－１

1,124,040

　平成２５年２月に改正した岡山県結核予防計画により、多剤
耐性結核や管理が複雑な結核の治療を担う県内結核医療の中核
的な病院として、南岡山医療センターと健康づくり財団附属病
院を岡山県結核診療連携拠点病院として指定したところであ
り、地域の医療従事者や医療機関等に対し医療相談や技術支援
を適切に実施できるのは、これら２病院以外にはない。

第 ２ 号

116
保健医療部
生活衛生課

令和６年度動物愛
護センター特殊機
械設備保守点検業
務

令 和 6 年 4 月 1 日
福岡酸素（株）
福岡県久留米市東町３３－
２１

3,234,000

　一連の各機械装置からなる特殊機械設備全体を一体的に保守
点検する必要があること。また、一部の機械装置は特許装置を
有することから、本保守点検が実施可能な検査機関は１者であ
るため。

第 ２ 号

20



№
契約の相手方の
名称及び所在地

契約金額（円） 随意契約の理由 備　 考事業実施課所 契約に係る業務名 契約締結年月日

地方自治
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117
保健医療部
生活衛生課

農畜水産物の重金
属汚染実態調査に
係る検査業務

令 和 6 年 4 月 1 日

（公財）岡山県健康づくり
財団
岡山県岡山市北区平田４０
８－１

1,201,200
　食品衛生法で規定される登録検査機関として、県内で製品検
査に係る精度管理に対応でき、本検査が実施可能な検査機関は
1者であるため。

第 ２ 号

118
子ども・福祉部
福祉企画課

援護システムの運
用支援業務

令 和 6 年 4 月 1 日

（株）セック
東京都世田谷区用賀４－１
０－１世田谷ビジネススク
エア

1,188,000

　援護システムは厚生労働省及び各都道府県により全国一律で
使用されており、厚生労働省から委託を受けた左記業者がソフ
トウェアを開発し、運営しているため、サポートサービスを当
該業者から受けざるを得ず、契約の性質又は目的が競争入札に
適さないため。

第 ２ 号

119
子ども・福祉部
指導監査課

介護保険指定機関
等管理システム保
守業務

令 和 6 年 4 月 1 日

ニッセイ情報テクノロジー
（株）
東京都大田区浦田５－３７
－１

1,108,800

　介護保険指定機関等管理システムの保守・運用に係る支援を
円滑かつ確実に履行することができるのは、当該システムを独
自に開発し、内容に精通しているニッセイ情報テクノロジー
(株)のみであり、契約の性質又は目的が競争入札に適さないた
め。

第 ２ 号

120
子ども・福祉部
地域福祉課

令和６年度災害福
祉支援ネットワー
ク構築推進等事業
（岡山ＤＷＡＴ体
制強化事業）

令 和 6 年 4 月 1 日

（福）岡山県社会福祉協議
会
 岡山市北区南方２－１３－
１

5,500,000

　委託先は平成３０年に岡山DWATを組織し、同年７月豪雨災害
の際に県の要請に基づき、同チームを派遣した実績を有し、令
和元年に正式に県と派遣協定を締結している。近年多発する災
害における高齢者や障害者など要配慮者の二次災害防止のため
に、同チームの体制強化が求められているところであり、県社
協は、当該事業の趣旨を捉え、事業推進していくことができる
唯一の法人である。

第 ２ 号

121
子ども・福祉部
地域福祉課

令和６年度岡山県
福祉人材確保推進
事業

令 和 6 年 4 月 1 日

（福）岡山県社会福祉協議
会
 岡山市北区南方２－１３－
１

17,199,434

　本県では社会福祉法第９３条第１項に基づき社会福祉法人岡
山県社会福祉協議会を岡山県福祉人材センターとして指定して
いる。本事業は平成２７年７月２７日付け社援発０７２７第２
号厚生労働省社会・援護局長通知「生活困窮者自立相談支援事
業等の実施について」別紙「生活困窮者自立相談支援事業等実
施要綱」に基づく国庫補助事業であり、委託先は社会福祉法第
９３条第１項に基づき都道府県知事が指定した社会福祉法人に
限定されており、契約の性質が競争入札に適さないため。

第 ２ 号

122
子ども・福祉部
地域福祉課

令和６年度福祉・
介護人材マッチン
グ機能強化等事業

令 和 6 年 4 月 1 日

（福）岡山県社会福祉協議
会
 岡山市北区南方２－１３－
１

25,145,133

　本県では社会福祉法第９３条第１項に基づき（福）岡山県社
会福祉協議会を岡山県福祉人材センターとして指定している。
本事業は、個々の求職者にふさわしい職場を開拓し、働きやす
い職場づくりに向けた指導・助言等を行うものであり、福祉人
材センターが行っている無料職業紹介事業による求職者及び求
人事業所の情報などを活用して求職者と事業所とのマッチング
を行う必要があるため、契約の目的及び性質が競争入札に適さ
ない。

第 ２ 号

123
子ども・福祉部
地域福祉課

令和６年度岡山県
地域生活定着支援
センター運営業務

令 和 6 年 4 月 1 日

（福）岡山県社会福祉協議
会
 岡山市北区南方２－１３－
１

35,020,000

　本業務は、高齢や障害により福祉的サービスを必要とする矯
正施設退所者等が地域社会に復帰・定着するための支援を行う
ものであり、①県内全域にネットワークを有していること、②
公平・中立な立場で、行政機関や司法機関、社会福祉施設等と
の調整能力を有していること、③老人福祉、障害者福祉に関す
る専門的知識を有し、より公共的性格を有していること、④継
続した支援の必要性があることが求められ、以上の条件を満た
すのは、上記団体しかなく、競争入札に適しないため。

第 ２ 号

21



№
契約の相手方の
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地方自治
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124
子ども・福祉部
地域福祉課

令和６年度小規模
法人のネットワー
ク化による協働推
進事業

令 和 6 年 4 月 1 日

（福）岡山県社会福祉協議
会
 岡山市北区南方２－１３－
１

4,000,000

県として当該小規模法人のネットワーク化による地域貢献の
ための取組を進めていく目的で、当該国庫補助事業について協
働・委託して実施できる法人として岡山県社会福祉協議会（以
下「県社協」という。）を選定し、国庫補助協議を行い認めら
れたものである。県社協は平成３０年４月、独自事業として、
岡山県地域公益活動推進センター（愛称：岡山ささえ愛セン
ター）を設置し、県域全体で社会福祉法人の連携体制づくりを
推進しており、また、市町村域のネットワークにおいては、地
域課題を解決するモデル事業の開発・支援も進めており、当該
事業の趣旨を捉え、事業を推進していくことができる唯一の法
人である。

第 ２ 号

125
子ども・福祉部
地域福祉課

岡山県福祉・介護
人材確保対策推進
協議会運営事業

令 和 6 年 4 月 1 日

（福）岡山県社会福祉協議
会
岡山市北区南方２－１３－
１
岡山県総合福祉・ボラン
ティア・ＮＰＯ会館「きら
めきプラザ」内

9,582,000

本県では社会福祉法第９３条第１項に基づき（福）岡山県社
会福祉協議会を岡山県福祉人材センターとして指定している。

本事業は、福祉・介護人材確保に関わる全ての機関や団体が
主体的に効率的・効果的な人材確保対策を検討するためのネッ
トワーク組織を運営するものであり、福祉・介護人材確保に関
する調査研究を行い、人材確保の中核を担う福祉人材センター
が、その行っている無料職業紹介事業による求人事業所や求職
者に関する情報や知見等を活用しながら中立的に運営を行う必
要があるため、契約の目的及び性質が競争入札に適さない。

第 ２ 号

126
子ども・福祉部
地域福祉課

生活保護電算シス
テム運用・保守業
務

令 和 6 年 4 月 1 日
（株）両備システムズ
岡山市南区豊成２-７-１６

2,046,000
　本システムは、株式会社両備システムズが岡山県向けに独自
に構築を行ったシステムを納入したものであり、同社以外では
運用・保守業務を実施することができないため。

第 ２ 号

127
子ども・福祉部
障害福祉課

聴覚障害児支援中
核機能強化事業

令 和 6 年 4 月 1 日
（福）岡山かなりや会
岡山市北区西古松３２１－
１０２

2,920,100

　本事業は、聴覚障害児に対し、切れ目のない支援を行うため
に必要な医療・保健・福祉・教育の連携体制の構築や、聴覚障
害児支援の中核機能の整備を図り、聴覚障害児と保護者に対し
適切な情報と支援を提供することを目的とした事業であり、聴
覚障害児の療育支援の知識・技術や実績、専門人材を豊富に有
する者と契約を行うことが本事業の目的の達成に不可欠であ
り、契約の性質や目的が競争入札に適さないため。

第 ２ 号

128
子ども・福祉部
障害福祉課

令和６年度岡山県
地域生活支援社会
参加促進事業（障
害者社会参加推進
センター運営事
業）

令 和 6 年 4 月 1 日

（公財）岡山県身体障害者
福祉連合会
岡山市北区南方２－１３－
１

5,090,000

　本事業は国の地域生活支援事業実施要綱に基づき、障害者の
地域における自立と社会参加の促進を目的とした様々な社会参
加促進施策を実施するための本部機能を担う社会参加推進セン
ターを運営するものである。本事業を実施するためには、全県
レベルで障害のある人の実情等に精通し、社会参加事業の実施
に当たり個々の障害者団体等の間の調整や団体に対する指導・
協力を行う専門的知識と能力を有していることが必要とされる
ことから、事業の性質・目的が競争入札には適しないと認めら
れるため。

第 ２ 号

22



№
契約の相手方の
名称及び所在地

契約金額（円） 随意契約の理由 備　 考事業実施課所 契約に係る業務名 契約締結年月日

地方自治
法施行令
第１６７
条の２第
１項中の
該当号

消費税額及び地方
消費税の額を含む。

129
子ども・福祉部
障害福祉課

令和６年度心身障
害者医療費償還給
付支援システム保
守管理業務

令 和 6 年 4 月 1 日
岡山県国民健康保険連合会
岡山市北区桑田町１７－５

1,244,100

　当該システムで使用する医療保険上のレセプトデータは、医
療保険各法の規定により、保険者のほかには国民健康保険団体
連合会及び社会保険診療報酬支払基金しか取り扱うことができ
ないこととされており、同システムの開発等の委託先は、そも
そもこの二者に限定されていたが、同支払基金は全国組織であ
り、地方単独事業に係るシステムの開発及び運用は行わないと
の方針を堅持していることから、本事業の委託先は先に限定さ
れるため。

第 ２ 号

130
子ども・福祉部
障害福祉課

令和６年度身体障
害者手帳及び療育
手帳発行システム
並びに指定医師認
定事務支援システ
ム保守管理業務

令 和 6 年 4 月 1 日
（株）佐賀電算センター
佐賀県佐賀市兵庫町大字藤
木１４２７－７

1,306,800

　本業務は、身体障害者手帳及び療育手帳の交付処理等を行っ
ていることからシステムの保守委託にあたっては、システムの
緊急障害や改良等迅速かつ適正に対応することが必要である。
当該業者は、現在稼働中の当システムの開発元であり、当シス
テムのパッケージシステムに著作権を有しており、他社による
代替は、システムの性格上、不可能である。なお、昨年度も同
社にシステム保守業務委託を行っており、誠実に履行した実績
を有する。

第 ２ 号

131
子ども・福祉部
障害福祉課

令和６年度岡山県
就業・生活支援セ
ンター（岡山）事
業

令 和 6 年 4 月 1 日
（福）旭川荘
岡山市北区祇園８６６

7,998,000

　障害者の雇用の促進等に係る法律第２７条第１項により、知
事が指定した社会福祉法人等でなければ障害者就業・生活支援
センターの業務を実施できないが、当該指定を受けた法人は、
各障害保健福祉圏域ごとに１法人ずつしかないため。

第 ２ 号

132
子ども・福祉部
障害福祉課

令和６年度岡山県
就業・生活支援セ
ンター（倉敷）事
業

令 和 6 年 4 月 1 日
（福）倉敷市総合福祉事業
団
倉敷市笹沖１８０

7,998,000

　障害者の雇用の促進等に係る法律第２７条第１項により、知
事が指定した社会福祉法人等でなければ障害者就業・生活支援
センターの業務を実施できないが、当該指定を受けた法人は、
各障害保健福祉圏域ごとに１法人ずつしかないため。

第 ２ 号

133
子ども・福祉部
障害福祉課

令和６年度岡山県
就業・生活支援セ
ンター（津山）事
業

令 和 6 年 4 月 1 日
（福）津山市社会福祉事業
会
津山市川崎１５０８

4,712,000

障害者の雇用の促進等に係る法律第２７条第１項により、知事
が指定した社会福祉法人等でなければ障害者就業・生活支援セ
ンターの業務を実施できないが、当該指定を受けた法人は、各
障害保健福祉圏域ごとに１法人ずつしかないため。

第 ２ 号

134
子ども・福祉部
障害福祉課

令和６年度岡山県
就業・生活支援セ
ンター（たかは
し）事業

令 和 6 年 4 月 1 日
（福）旭川荘
岡山市北区祇園８６６

4,712,000

　障害者の雇用の促進等に係る法律第２７条第１項により、知
事が指定した社会福祉法人等でなければ障害者就業・生活支援
センターの業務を実施できないが、当該指定を受けた法人は、
各障害保健福祉圏域ごとに１法人ずつしかないため。

第 ２ 号

23



№
契約の相手方の
名称及び所在地

契約金額（円） 随意契約の理由 備　 考事業実施課所 契約に係る業務名 契約締結年月日

地方自治
法施行令
第１６７
条の２第
１項中の
該当号

消費税額及び地方
消費税の額を含む。

135
子ども・福祉部
障害福祉課

令和６年度障害児
等療育支援事業

令 和 6 年 4 月 1 日
（福）旭川荘
岡山市北区祇園８６６

1,414,160

　当該事業所については、岡山県内で長年各地域において障害
児に対しての療育事業に貢献している事業所である。また高度
な専門性や長年の経験を有し、必要な体制が十分に整備されて
いる事業所である。
利用者の中には在宅の重症心身障害児者等もおり年度をまたい
で継続的な相談、療育を実施する必要の高いケースなどがあ
り、年度毎に事業所を変更すると、利用者に対して不利益が生
じることになる。そのため本件については、事業の継続性が重
要であり、競争入札は適さないもの。

第 ２ 号

136
子ども・福祉部
障害福祉課

令和６年度障害児
等療育支援事業

令 和 6 年 4 月 1 日
（福）笠岡市社会福祉事業
会
笠岡市金浦７４６

2,177,450

　当該事業所については、岡山県内で長年各地域において障害
児に対しての療育事業に貢献している事業所である。また高度
な専門性や長年の経験を有し、必要な体制が十分に整備されて
いる事業所である。
利用者の中には在宅の重症心身障害児者等もおり年度をまたい
で継続的な相談、療育を実施する必要の高いケースなどがあ
り、年度毎に事業所を変更すると、利用者に対して不利益が生
じることになる。そのため本件については、事業の継続性が重
要であり、競争入札は適さないもの。

第 ２ 号

137
子ども・福祉部
障害福祉課

令和６年度障害児
等療育支援事業

令 和 6 年 4 月 1 日
（福）津山みのり学園
津山市二宮９９９－５

1,751,200

　当該事業所については、岡山県内で長年各地域において障害
児に対しての療育事業に貢献している事業所である。また高度
な専門性や長年の経験を有し、必要な体制が十分に整備されて
いる事業所である。
利用者の中には在宅の重症心身障害児者等もおり年度をまたい
で継続的な相談、療育を実施する必要の高いケースなどがあ
り、年度毎に事業所を変更すると、利用者に対して不利益が生
じることになる。そのため本件については、事業の継続性が重
要であり、競争入札は適さないもの。

第 ２ 号

138
子ども・福祉部
障害福祉課

令和６年度障害児
等療育支援事業

令 和 6 年 4 月 1 日
（福）津山社会福祉事業会
津山市川崎１５０８

1,155,000

　当該事業所については、岡山県内で長年各地域において障害
児に対しての療育事業に貢献している事業所である。また高度
な専門性や長年の経験を有し、必要な体制が十分に整備されて
いる事業所である。
　利用者の中には在宅の重症心身障害児者等もおり年度をまた
いで継続的な相談、療育を実施する必要の高いケースなどがあ
り、年度毎に事業所を変更すると、利用者に対して不利益が生
じることになる。そのため本件については、事業の継続性が重
要であり、競争入札は適さないもの。

第 ２ 号

139
子ども・福祉部
障害福祉課

令和６年度工賃水
準向上推進事業

令 和 6 年 4 月 1 日

（特非）岡山県社会就労セ
ンター協議会
岡山市北区南方２丁目１３
－１きらめきプラザ１階

6,091,000

　当該団体には、県下全域の多くの就労継続支援Ｂ型事業所等
が加盟しており、中間支援組織として、事業所、行政、企業等
の架け橋となって各事業所の特性に応じた共同受注や共同販売
等の業務を「岡山県セルプセンター」として実施していること
から、当該法人以外は本業務を実施できない。

第 ２ 号

140
子ども・福祉部
子ども未来課

令和６年度岡山県
結婚支援システム
保守管理事業

令 和 6 年 4 月 1 日
（株）愛媛電算
愛媛県松山市大手町１－１
１－７

3,392,400

　当業者は、岡山県結婚支援システム「おかやま縁むすびネッ
ト」の開発元であり、クラウドサーバーも同社セキュリティセ
ンターにて管理されているため、システムの緊急障害や改良等
に迅速かつ適正に対応することができるのは同社だけであるこ
とから、契約の性質、目的が競争入札に適しないため。

第 ２ 号

24



№
契約の相手方の
名称及び所在地

契約金額（円） 随意契約の理由 備　 考事業実施課所 契約に係る業務名 契約締結年月日

地方自治
法施行令
第１６７
条の２第
１項中の
該当号

消費税額及び地方
消費税の額を含む。

141
子ども・福祉部
子ども未来課

令和６年度保育士
就職マッチングシ
ステム運用保守業
務

令 和 6 年 4 月 1 日
（株）愛媛電算
愛媛県松山市大手町１－１
１－７

1,610,400

　当事業者は、保育士就職マッチングシステムの開発元であ
り、クラウドサーバーも同社セキュリティセンターにて管理さ
れているため、システムの緊急障害や改良等に迅速かつ適正に
対応することができるのは同社だけであることから、契約の性
質、目的が競争入札に適さないため。

第 ２ 号

142
子ども・福祉部
子ども家庭課

児童相談所業務支
援システム保守管
理業務

令 和 6 年 4 月 1 日

（有）京都情報化支援事務
所
京都府京都市下京区中堂寺
粟田町９３京都リサーチ
パークＳＣＢスタジオ棟

4,840,000

 児童相談所業務支援システム本体の保守やその運用に係る支
援を円滑かつ確実に履行することができるのは、当該システム
を独自に開発し、その内容に精通している有限会社京都情報化
支援事務所が唯一の業者であり、契約の性質又は目的が競争入
札に適しないため。

第 ２ 号

143
子ども・福祉部
子ども家庭課

広域補導事業 令 和 6 年 4 月 1 日

岡山県倉敷市西中新田６４
０  倉敷市青少年育成セン
ター内
岡山県広域特別補導協議会

1,701,000

　岡山県広域特別補導協議会は、県内の青少年補導（育成）セ
ンター員、高等学校ＰＴＡ連合会等から構成される団体で、少
年補導活動による少年非行防止等青少年健全育成に係る事業を
県下一円で展開しており、広域補導事業を県下全域で実施でき
る唯一の団体である。

第 ２ 号

144
子ども・福祉部
子ども家庭課

母子父子寡婦福祉
資金システム保守
業務

令 和 6 年 4 月 1 日

（株）ＮＴＴデータ中国
岡山支店
岡山県岡山市北区表町１－
５－１

1,633,500

　当該業務は現在稼働中のシステムの保守運用業務であり、シ
ステム動作等に異常が出た場合、運用に支障が生じるため、当
該システムの内容に深く精通し迅速な対応が可能であることが
必要であり、本業務を行えるのは、当該システムを開発し、著
作権を有し、同システムを熟知している同社のみである。

第 ２ 号

145
子ども・福祉部
子ども家庭課

ひとり親家庭等医
療費償還給付支援
システム保守管理
業務

令 和 6 年 4 月 1 日

岡山県国民健康保険団体連
合会岡山県岡山市北区桑田
町１７－５

1,244,100

　当該業務は現在稼働中のシステムの保守運用業務であり、シ
ステムの瑕疵の修補も含み、本業務を行えるのは、当該システ
ムを開発し、著作権を有し、同システムを熟知している同連合
会のみである。また、レセプトデータを取り扱うことができる
のは、医療保険各法規定により同連合会及び社会保険診療報酬
基金に限定されており、同支払基金は全国組織であり地方単独
事業に係るシステムの開発、運用はしないとの方針のため、レ
セプトデータ処理の委託先も同連合会に限定される。よって、
契約の性質又は目的が競争入札に適さない。

第 ２ 号

146
子ども・福祉部
長寿社会課

地域リハビリテー
ションリーダー育
成・広域派遣事業

令 和 6 年 4 月 1 日

岡山県リハビリテーション
専門職団体連絡会
岡山市北区岡町７－５－１
０２
（一社）岡山県理学療法士
会事務局内

3,500,000
　市町村の介護予防の取り組みを推進するため、専門職の人材
育成及び広域派遣調整を行う目的で設立された団体であり、県
内に同様の機能を有する団体は存在しない。

第 ２ 号

147
子ども・福祉部
長寿社会課

介護支援専門員実
務研修受講試験に
係る試験問題作成
事務

令 和 6年 4月 30日

（公財）社会福祉振興・試
験センター
東京都渋谷区渋谷１－５－
６ＳＥＭＰＯＳビル５Ｆ

1,400円/部

　当該試験問題作成及び合格基準の設定事務は、介護保険法第
６９条の１１第１項の規定により、登録試験問題作成機関のみ
が行うことができる。現在、登録試験問題作成機関は、当該契
約業者のみであり、他に契約可能な業者が存在しないため。

第 ２ 号
単価契約
1,890,000円

25



№
契約の相手方の
名称及び所在地

契約金額（円） 随意契約の理由 備　 考事業実施課所 契約に係る業務名 契約締結年月日

地方自治
法施行令
第１６７
条の２第
１項中の
該当号

消費税額及び地方
消費税の額を含む。

148
子ども・福祉部
長寿社会課

全国健康福祉祭参
加事業

令 和 6 年 4 月 1 日

（福）岡山県社会福祉協議
会
岡山市北区南方２－１３－
１

6,368,362

　当該事業は、厚生労働省・開催地都道府県・財団法人長寿社
会開発センターが主催して開催される全国健康福祉祭へ、岡山
県選手団を選考し派遣するものであり、選考・派遣は、「都道
府県明るい長寿社会づくり推進機構事業運営要綱」に基づき、
都道府県明るい長寿社会づくり推進機構が行うこととされてい
る。本県における当該機構として設置された、社会福祉法人岡
山県社会福祉協議会（長寿社会推進センター）を委託先として
選定する。

第 ２ 号

149
子ども・福祉部
福祉相談センター

障害者スポーツ普
及業務

令 和 6 年 4 月 1 日
岡山県障害者スポーツ協会
岡山市北区南方２－１３－
１

5,554,990

　障害者スポーツの振興に当たっては、厚生労働省社会・援護
局障害保健福祉部長通知（平成13年11月付障発529号）によ
り、県域における障害者スポーツの拠点と位置付けられている
岡山県障害者スポーツ協会の支援・協力が必要であり、契約の
性質又は目的が競争入札に適しないため。

第 ２ 号

150
子ども・福祉部
福祉相談センター

障害者スポーツ教
室開催等業務

令 和 6 年 4 月 1 日
岡山県障害者スポーツ協会
岡山市北区南方２－１３－
１

2,705,428

　障害者スポーツの振興に当たっては、厚生労働省社会・援護
局障害保健福祉部長通知（平成13年11月付障発529号）によ
り、県域における障害者スポーツの拠点と位置付けられている
岡山県障害者スポーツ協会の支援・協力が必要であり、契約の
性質又は目的が競争入札に適しないため。

第 ２ 号

151
産業労働部
経営支援課

中小企業支援セン
ター事業

令 和 6 年 4 月 1 日
（公財）岡山県産業振興財
団
岡山市北区芳賀５３０１

31,246,338

　本事業は、中小企業支援法第7条において、各都道府県で1者
に限り法人を指定し、事業を行わせることができるとされてお
り、本県で指定している当該委託先以外の法人に委託すること
ができず、契約の性質又は目的が競争入札に適さないため。

第 ２ 号

152
産業労働部
経営支援課

事業承継による成
長・拡大支援事業

令 和 6 年 4 月 1 日
（公財）岡山県産業振興財
団
岡山市北区芳賀５３０１

11,154,965

　本事業は、国事業の支援対象企業に対し、経営改善支援等を
併せて実施するものであり、委託先は、国事業の受託団体でな
ければならないことから、本委託事業は契約の性質及び目的が
競争入札に適しないため。

第 ２ 号

153
産業労働部
工業技術センター

庁舎セキュリティ
システム保守点検
業務

令 和 6 年 4 月 1 日
セコム(株)
東京都渋谷区神宮前１－５
－１

1,371,936

　庁舎セキュリティシステムは、セコム株式会社が独自に開発
したものであり、運用・保守面に精通しており不具合の際には
迅速な対応が可能であるため。
　さらに、緊急対処要員の配置が津高待機所に設置されてお
り、当センターから近いことから、不測の事態においても迅速
な対応が期待できるため。

第 ２ 号

154
産業労働部
工業技術センター

令和６年度計量法
の規定に基づく検
定検査及び基準器
検査業務

令 和 6 年 4 月 1 日
(一社）岡山県計量協会
岡山市北区芳賀５３０１

30,678,450

　計量法で定める計量器の定期検査の委託の相手方は、同法の
規定により、岡山県知事が指定する「指定定期検査期間」に限
定されるが、この指定を受けている者は、(一社)岡山県計量協
会のみであり、契約の性質又は目的が競争入札に適さないた
め。
　また、同法で定める特定計量器の検定検査業務及び基準器の
検査業務は年間を通じて委託するため、専門的な知識を有する
計量士が多数在籍する者に委託する必要があるが、この基準を
満たす者は(一社)岡山県計量協会のみであり、契約の性質又は
目的が競争入札に適さないため。

第 ２ 号
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№
契約の相手方の
名称及び所在地

契約金額（円） 随意契約の理由 備　 考事業実施課所 契約に係る業務名 契約締結年月日

地方自治
法施行令
第１６７
条の２第
１項中の
該当号

消費税額及び地方
消費税の額を含む。

155
農林水産部
農産課

令和６年度「おか
やま有機無農薬農
業参入促進・資質
向上事業」

令 和 6年 4月 25日
（一社）岡山県農業開発研
究所
赤磐市大苅田７９８－３

1,180,000

　本事業は、化学肥料・農薬（天敵を除く。）を一切使わない
「おかやま有機無農薬農産物」等、環境保全型農業への参入を
希望する農業者等の支援を行う事業であり、この事業を円滑か
つ効率的に実施するためには、次の要件を満たすことが重要で
あり、競争入札には適さない。
 ①各ＪＡを通じ「おかやま有機無農薬農産物」等、環境保全
型農業へ参入を希望する農業者の動向や意向を円滑に把握でき
ること。
 ②有機農産物の登録認証機関として、個別農業者の動向や意
向を円滑に把握できること。

第 ２ 号

156
農林水産部
農産課

令和６年度「おか
やま有機無農薬農
産物認証事業」

令 和 6年 4月 25日
（一社）岡山県農業開発研
究所
赤磐市大苅田７９８－３

9,036,000

　本事業は、おかやま有機無農薬農産物及び有機ＪＡＳの信頼
確保を図るため、厳格かつ円滑な認証業務の実施体制を強化す
るとともに、ブランドマークの適正管理指導等を実施するもの
である。
　事業の実施に当たっては、ＪＡＳ法に基づき国から登録を受
けている認証機関のみが円滑な事業運営を行えるものであり、
この要件を満たす県下で唯一の登録認証機関は、（一社）岡山
県農業開発研究所であることから、契約相手先が特定されるた

第 ２ 号

157
農林水産部
農産課

令和６年度三徳園
生産物販売委託業
務

令 和 6 年 4 月 1 日

（公財）岡山県農林漁業担
い手育成財団
岡山市中区古京町１－７－
３
６

販売代金に販売
手数料率15％を
乗じた金額

　公園（三徳園）の利用促進を目的に、園内にある研修農場で
生産された農産物を販売する直売スペースを有しており、かつ
近隣ＪＡと取引があり、農産物を円滑に販売することができる
ため。

第 ２ 号
単価契約
1,124,941円

158
農林水産部
農産課

令和６年度「岡山
県農業経営・就農
支援センター」事
務委託業務

令 和 6 年 4 月 3 日

（公財）岡山県農林漁業担
い手育成財団
岡山市中区古京町１－７－
３
６

12,099,000

　事業実施に当たり、農業経営や農業を取り巻く環境及び就農
に関する知識を有するスタッフが農業者の様々な課題に対して
適切な支援に関する判断や取組を行うことができ、また、関係
機関や士業等の専門家との連携・協力体制が構築できている機
関でなければならないことから、高い専門性を必要とし、価格
競争では成果を期待しにくい業務であるため。

第 ２ 号

159
農林水産部
畜産課

「まきばの館」魅
力ＵＰ対策事業委
託業務

令 和 6 年 4 月 1 日
ｔｅｎｕｔａＭＩＳＡＫＩ
(株)
　久米郡美咲町北２２７２

2,425,500

　当該業務は、リニューアルオープンする「まきばの館」を畜
産情報発信の中核とし、リニューアルオープンした「まきばの
館」及び県産畜産物のＰＲを目的として、「まきばの館」の魅
力を紹介した動画制作、各種体験、イベント開催等を行うもの
であり、「まきばの館」の運営を行う
tenutaMISAKI（株）以外に業務を遂行できるものがおらず、そ
の性質又は内容が一般競争入札に適さないため。

第 2 号

160
農林水産部
畜産課

畜産ＺＯＯむアッ
プ委託事業

令 和 6 年 4 月 1 日
（株）池田動物園　岡山市
北区京山２－５－１

2,038,000

　当該業務は、畜産（家畜）及び畜産物の普及啓発活動であ
り、一般消費者や児童等が遠足等で数多く訪れる動物園以外に
業務を遂行できるものがおらず、その性質又は内容が競争入札
に適さないため。

第 2 号

161
農林水産部
畜産課

捕獲イノシシＣＳ
Ｆ(豚熱)等検査材
料送付業務

令 和 6 年 4 月 1 日
（一社）岡山県猟友会
岡山市北区蕃山町４－５

１検体当たり
6,945円

　当該業務は、狩猟免許を有した者でなければ実施できないも
のであり、通年で実施する必要がある。また、野生獣を取り扱
い危険を伴うものであることから、有害鳥獣の捕獲を実施して
いる者しか対応できず、その性質又は内容が一般競争入札に適
さないため。

第 ２ 号
単価契約
2,284,905円

27



№
契約の相手方の
名称及び所在地

契約金額（円） 随意契約の理由 備　 考事業実施課所 契約に係る業務名 契約締結年月日

地方自治
法施行令
第１６７
条の２第
１項中の
該当号

消費税額及び地方
消費税の額を含む。

162
農林水産部
耕地課

ため池保全管理支
援体制強化事業

令 和 6 年 4 月 1 日

岡山県土地改良事業団体連
合会
岡山市北区内山下１－３－
７

5,445,000

　本事業は、農家の高齢化や減少、地域防災を担う市町村の技
術職員不足等により、管理が不十分であったり、農業利用され
ていないため池が多く存在していることから、市町村等ため池
管理者への技術的な支援を行い、今後のため池保全管理体制の
充実を図るものである。
　実施に当たっては、ため池を管理する県内市町村等へ技術的
助言や指導を行う必要があることから、次の①～③の条件を満
たしている必要がある。

　①ため池保全管理に関する施策を熟知しており、市町村等か
らの施策に関する相談に対応した実績がある。
　②ため池の現場技術に精通し豊富な経験を有し、市町村等た
め池管理者からの要請により、ため池の改修・廃止に対する技
術的な支援を行った実績がある。
　③災害により被災したため池の応急対策について、市町村か
らの要請により、技術的な助言・指導を行った実績がある。
　
　岡山県土地改良事業団体連合会は、①～③の条件を満たし、
市町村を会員として組織され、県による支援終了後も本事業と
同様な保全管理体制の継続が見込める唯一の団体であり、競争
入札には適さないため、随意契約とする。

第 ２ 号

163
農林水産部
林政課

市町村等が整備す
る公共建築物等へ
の県産材利用の促
進支援業務

令 和 6年 4月 11日
（一社）岡山県建築士会
岡山市北区内山下１－３－
１９

1,898,600

　本業務は、公共建築物等の整備を計画する県下の市町村や民
間事業者に対して、木造化・木質化に関する技術的支援を行う
業務であるため、建築物の企画・設計に関する知識と経験が豊
富な建築士等の専門家を擁する組織であることが求められる
が、県内で建築技術に関する研修並びに指導実績があり、建築
物の木造化・木質化に関する相応の知識や経験等を有する建築
士等の専門家を多数擁する組織は、（一社）岡山県建築士会の
みであり、契約の性質及び目的が競争入札に適さないため。

第 ２ 号

164
農林水産部
林政課

令和６年度岡山県
森林クラウド運用
保守業務

令 和 6 年 4 月 1 日
応用地質（株）岡山営業所
岡山市北区桑田町１８－２
１

8,206,000

　岡山県森林クラウド本体の保守やその運用に係る支援を円滑
かつ確実に履行することができるのは、当該システムを独自に
開発し、その内容に精通している応用地質（株）が唯一の業者
であり、契約の性質又は目的が競争入札に適しないため。

第 ２ 号

165
農林水産部
林政課

令和６年度県民参
加の森づくりサ
ポート事業

令 和 6 年 4 月 1 日
（公社）おかやまの森整備
公社
津山市二宮１８４９－２

7,095,000

　本業務は、森づくり相談窓口開設、研修会の開設、資機材の
貸出などを実施することによる、新規に森づくりに参加できる
環境作りや、活動団体が継続的に活動していくための支援を行
うものであり、業務履行上の支援体制、知識、経験などを特に
必要とし、これらに精通しているのは、おかやま森づくりサ
ポートセンターを運営する（公社）おかやまの森整備公社のみ
であり、契約の性質及び目的が競争入札に適さないため。

第 ２ 号

166
農林水産部
林政課

令和６年度森林経
営管理制度市町村
支援体制整備事業

令 和 6 年 4 月 1 日
（公社）おかやまの森整備
公社
津山市二宮１８４９－２

33,990,000

　本業務は、森林経営管理制度を実施する市町村等の人材確
保・育成から森林管理技術の提案等に至るまで、市町村等を総
合的に支援するものである。業務履行上の技術、知識、経験な
どを特に必要とし、これらに精通しているのは県内で唯一の森
林整備法人である（公社）おかやまの森整備公社のみであり、
契約の性質又は目的が競争入札に適さないため。

第 ２ 号
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消費税の額を含む。

167
農林水産部
林政課

令和６年度林業担
い手育成総合対策
事業

令 和 6 年 4 月 1 日
（公財）岡山県林業振興基
金
岡山市北区楢津４９１－１

2,725,000

　本業務は、林業経営体の雇用管理の改善を図るため、雇用管
理改善推進アドバイザーを配置し林業経営体への巡回指導等に
より雇用管理改善に係る指導及び助言を行う。
　業務上の林業に関する知識、県内の林業経営体の情報を把握
し、本業務に精通したノウハウ、指導力を有する必要があり、
その性質及び目的が競争入札に適さないため。

第 ２ 号

168
農林水産部
林政課

令和６年度林業労
働安全衛生推進事
業

令 和 6 年 4 月 1 日
林業・木材製造業労働災害
防止協会　岡山県支部
岡山市北区楢津４９１－１

2,551,000

　本業務は、林業労働災害の未然防止を図るための林業・木材
製造業の事業主への巡回指導や実技研修会等を通じた技術的助
言や指導を実施するものである。
　当該業務の林業、木材製造業に関する専門知識、安全衛生技
術を有する必要があり、その性質及び目的が競争入札に適さな
いため。

第 ２ 号

169
農林水産部
林政課

令和６年度林業経
営体代表者等育成
事業

令 和 6 年 4 月 1 日
（公財）岡山県林業振興基
金
岡山市北区楢津４９１－１

4,355,000

　本業務は、市町村が実施する森林経営管理制度を円滑に推進
することを目的に、林業経営体の林業経営の効率化等を進めて
いくため、林業経営体に対し、経営に係る意識改革、職員の資
質向上に係る林業研修を実施するものである。業務上、林業に
関する知識、技術、県内の林業経営体の情報を把握し、林業研
修を企画・運営するノウハウ、指導力が必要なことから、その
性質及び目的が競争入札に適さないため。

第 ２ 号

170
農林水産部
林政課

令和６年度市町村
職員等研修

令 和 6 年 4 月 1 日
（公財）岡山県林業振興基
金
岡山市北区楢津４９１－１

1,451,000

　本業務は、市町村が実施する森林経営管理制度を円滑に推進
することを目的に、市町村職員等に対し、森林・林業に関する
専門知識等に係る林業研修を実施するものである。業務上、林
業に関する知識、技術、市町村からの再委託先である県内の林
業経営体の情報を把握し、林業研修を企画・運営するノウハ
ウ、指導力が必要なことから、その性質及び目的が競争入札に
適さないため。

第 ２ 号

171
農林水産部
農林水産総合セン
ター総務課

農業大学校水田管
理業務

令 和 6年 4月 16日
（株）岩藤農産
赤磐市東軽部７５２－２

2,112,440

　この業務を行うにあたっては、本校水田が立地している地域
の土地・気候条件を熟知し、地域の農業者と作業慣行を調整で
きることが求められるとともに、本項教員と共同で学生の水田
実習を行うため、農業大学校の運営に十分な理解が必要であ
る。以上のように地域と本校の事情に精通した者にしか業務を
遂行できない性質から、競争入札に適さないため。

第 ２ 号

172
農林水産部
農林水産総合セン
ター総務課

農業大学校合併浄
化槽維持管理・清
掃業務

令 和 6 年 4 月 1 日
キョクトウ（有）
岡山市東区瀬戸町瀬戸６４
６

1,599,855
　本件は浄化槽法に基づき、登録業者でなければ実施できず、
本区域を営業区域とする登録業者は当該業者1者であり、競争
入札に適さないため。

第 ２ 号

173

農林水産部
農林水産総合セン
ター生物科学研究
所

令和６年度リアル
タイムＰＣＲ保守
業務

令 和 6 年 4 月 1 日
（株）大熊
岡山市南区大福３７８－１

1,260,710
　保守対象機器は特殊な機器であり、その製造元の代理店であ
る左記業者でしか当該業務が行えないため。

第 ２ 号

29



№
契約の相手方の
名称及び所在地

契約金額（円） 随意契約の理由 備　 考事業実施課所 契約に係る業務名 契約締結年月日

地方自治
法施行令
第１６７
条の２第
１項中の
該当号

消費税額及び地方
消費税の額を含む。

174
農林水産部
農林水産総合セン
ター畜産研究所

浄化槽維持管理業
務

令 和 6 年 4 月 1 日
真庭環境衛生管理（株）
真庭市西河内６９６－４３

11,834,920
　当区域を営業区域として県知事に登録された業者はこの業者
のみであり、契約の性質又は目的が競争入札に適しないため。

第 ２ 号

175
農林水産部
農林水産総合セン
ター畜産研究所

牛削蹄業務 令 和 6 年 4 月 1 日
岡山県装削蹄師会
高梁市備中町東油野１２７
０

１頭当たり
【肉用種】
12ヶ月歳以上
種雄牛
6,300円
12ヶ月歳以上
種雄牛以外
4,400円
12ヶ月歳未満
2,800円
【乳用牛】
12ヶ月歳以上
4,400円
12ヶ月歳未満
2,800円

　牛の削蹄には、熟練した技術と経験を必要とし、農家等の削
蹄は、主に(公社)日本装削蹄協会の認定を受けた牛削蹄師が
行っている。契約業者は、この認定牛削蹄師を構成員とする県
内唯一の業者であり、当研究所の削蹄も平成24年度から受託し
ている実績がある。また、入札参加資格者名簿にも登載されて
いる。

第 ２ 号
単価契約
2,377,200円

176
農林水産部
農林水産総合セン
ター畜産研究所

搾乳ロボットメン
テナンス業務

令 和 6 年 4 月 1 日

（株）広島デイリーシステ
ムズ
広島県三次市畠敷町９４７
－５

1,540,000
　当研究所の搾乳ロボットのメンテナンスが可能な業者は、国
内代理店である㈱コーンズエージ―が定めた当地域の担当業者
であり、県内に営業所を持つ業者は契約業者に限られるため。

第 ２ 号

177
農林水産部
農林水産総合セン
ター畜産研究所

岡山和牛における
ゲノミック評価に
よる選抜実用化に
係る解析業務

令 和 6 年 4 月 1 日
（一社）家畜改良事業団
東京都江東区冬木11-17イシ
マビル１７Ｆ

1頭当たり
17,050円

　ゲノミック評価による選抜実用化に係る解析業務ができる業
者は左記業者のみであるため。

第 ２ 号
単価契約
8,525,000円

178
農林水産部
県営食肉地方卸売
市場

昇降機保守点検業
務

令 和 6 年 4 月 1 日

日本エレベーター製造
（株）広島出張所
広島市中区南竹屋町２－２
８

1,452,000

　当該昇降機は、基幹処理棟３階と畜場で処理された内臓を１
階内臓処理場まで移動させるなどのための設備であり、特殊な
防水加工を施すなど、一般的な昇降機とは異なる仕様となって
いる。このため、保守点検にあたっては、製造メーカーでない
と知り得ない専門的知識と高度な技術を必要とするため、本業
務を実施できる業者は施工業者である当該法人に限定される。

第 ２ 号

179
農林水産部
県営食肉地方卸売
市場

解体処理設備保守
管理業務

令 和 6 年 4 月 1 日
花木工業（株）大阪支店
大阪市淀川区西中島５－１
４－２２

22,000,000

　本市場のと畜解体処理設備は基幹処理棟の構造に合わせて設
計施工されたものであり、保守管理にあたっては、当該設備に
対する専門的知識と高度な技術が要求される。また、と畜中止
や商品の品質低下を未然に防ぐため、故障時における迅速な対
応も必要不可欠であり、保守管理を実施できる業者は、施工業
者である当該法人に限定される。

第 ２ 号

30



№
契約の相手方の
名称及び所在地

契約金額（円） 随意契約の理由 備　 考事業実施課所 契約に係る業務名 契約締結年月日

地方自治
法施行令
第１６７
条の２第
１項中の
該当号

消費税額及び地方
消費税の額を含む。

180
農林水産部
県営食肉地方卸売
市場

電気機械設備保守
管理業務

令 和 6 年 4 月 1 日
（有）原電設工業
岡山市中区桜橋３－３－３
６

9,020,000

　本市場内のと畜解体に係る電気機械設備は、と畜場内の各所
で特殊な設定が施されているため、これらの保守管理には設備
の構造に対する専門的知識と高度な技術が要求される。また、
生鮮物を取り扱っている関係上、故障時における迅速な対応も
不可欠である。このため、保守管理を実施できる業者は、施工
業者である当該法人に限定される。

第 ２ 号

181
農林水産部
県営食肉地方卸売
市場

内臓汚物処理業務 令 和 6 年 4 月 1 日
広島化製企業組合
広島市西区福島町２－２３
－３

1,245,444
　現在、と畜内臓汚物の処理を継続して安定的に行うことがで
きる業者は、近隣県では当該法人に限定される。

第 ２ 号

182
農林水産部
県営食肉地方卸売
市場

牛と体不動体化施
設管理業務

令 和 6 年 4 月 1 日
岡山食肉市場関連企業組合
岡山市中区桜橋１－２－４
３

4,774,000
　本業務は、と畜業務の一部における作業であり、委託可能な
業者はと畜業務を行っている当該法人に限定される。

第 ２ 号

183
農林水産部
県営食肉地方卸売
市場

岡山県営と畜場清
掃作業維持管理業
務

令 和 6 年 4 月 1 日
岡山食肉市場関連企業組合
岡山市中区桜橋１－２－４
３

15,776,445

　本市場のと畜場には、専門的機械や器具が多く、機械の機能
保持のためにも作業後毎日洗浄しなければならない。また、と
畜作業の過程で鮮血、肉片等が飛散しており、さらに、牛、豚
糞の悪臭もあり、特別な環境であることから、通常の清掃作業
及び業者では対応することができない。このため、委託できる
業者は、と畜業務を行っている当該法人に限定される。

第 ２ 号

184
農林水産部
県営食肉地方卸売
市場

産業廃棄物減量作
業

令 和 6 年 4 月 1 日
岡山食肉市場関連企業組合
岡山市中区桜橋１－２－４
３

13,327,111
　本業務は、と畜作業と一体的に行う必要のある業務であるこ
とから、委託可能な業者は、と畜業務を行っている当該法人に
限定される。

第 ２ 号

185
農林水産部
県営食肉地方卸売
市場

作業場消毒・衛生
維持管理業務

令 和 6 年 4 月 1 日
岡山食肉市場関連企業組合
岡山市中区桜橋１－２－４
３

3,600,667

　本業務は、衛生管理上、また効率性の観点からも、と畜場の
清掃作業と一体的に行う必要のある業務であり、委託できる業
者はと畜場清掃作業維持管理業務を行っている当該法人に限定
される。

第 ２ 号

186
農林水産部
県営食肉地方卸売
市場

岡山県営食肉地方
卸売市場豚繋留場
及び牛繋留場清掃
作業

令 和 6 年 4 月 1 日
岡山食肉市場関連企業組合
岡山市中区桜橋１－２－４
３

2,173,111

　本作業場所は、牛や豚がと畜されるまでの間（通常一晩）、
繋留しておく場所であり、牛や豚の糞尿などによる汚れや悪臭
が激しく、通常の清掃業者では対応することができない。この
ため、委託できる業者は、と畜業務を一体的に行っている当該
法人に限定される。

第 ２ 号

31



№
契約の相手方の
名称及び所在地

契約金額（円） 随意契約の理由 備　 考事業実施課所 契約に係る業務名 契約締結年月日

地方自治
法施行令
第１６７
条の２第
１項中の
該当号

消費税額及び地方
消費税の額を含む。

187
農林水産部
県営食肉地方卸売
市場

岡山県営と畜場使
用料に係る収納業
務

令 和 6 年 4 月 1 日
岡山食肉市場関連企業組合
岡山市中区桜橋１－２－４
３

1,540,000

　日々のと畜頭数を正確に把握し、使用料を効率的に徴収でき
る業者は、当市場のと畜作業を行っており、かつ、岡山市のと
畜に係る検査手数料の徴収も行っている当該法人に限定され
る。

第 ２ 号

188
農林水産部
県営食肉地方卸売
市場

冷蔵庫入出庫業務 令 和 6 年 4 月 1 日
岡山県食肉荷受（株）
岡山市中区桜橋１－２－４
３

4,950,000

　本業務は、本市場内で枝肉の取扱いを行い、また、冷蔵庫内
での作業等を行うことが必要であり、これらの業務を行うこと
ができる業者は、本市場内唯一の卸売業者である当該法人に限
定される。

第 ２ 号

189
農林水産部
県営食肉地方卸売
市場

公害対策施設管理
業務

令 和 6 年 4 月 1 日
山陽施設工業（株）
岡山市北区久米２４８－１
１

28,660,500

　本業務の関係施設は、その用途や業務の実態に応じて本市場
独自に設計された特殊な設備であるため、保守点検にあたって
は設備の構造に対する専門的知識と高度な技術が要求される。
このため、本業務を実施できる業者は設備の施工業者である当
該法人に限定される。

第 ２ 号

190
農林水産部
県営食肉地方卸売
市場

冷凍設備定期検査
等業務

令 和 6 年 4 月 1 日

（株）前川製作所岡山営業
所
岡山市北区平田１１７－１
０３

2,739,000

　本市場の冷凍設備は、精密な制御プログラムにより各種設
定・監視がなされており、定期検査の実施にあたっては製造
メーカーでないと知り得ない専門的知識と高度な技術を必要と
する。このため、本業務を実施できる業者は、冷凍設備の製
造・設置を行った当該法人に限定される。

第 ２ 号

191
農林水産部
県営食肉地方卸売
市場

と畜関連設備保守
管理業務

令 和 6 年 4 月 1 日
（有）小幡工業所
岡山市中区浜３－９－４

9,999,000

　本市場のと畜解体関連設備は基幹処理棟の構造に合わせて設
計施工されたものであり、またその設備はと畜処理設備と連携
して作動させるための特殊な設定がなされており、これらの保
守管理には設備の構造に対する専門的知識と高度な技術が要求
される。また、生鮮物を取り扱っている関係上、故障時におけ
る迅速な対応も必要不可欠である。このため、保守管理を実施
できる業者は施工業者である当該法人に限定される。

第 ２ 号

192
農林水産部
県営食肉地方卸売
市場

解体処理設備定期
点検業務

令 和 6 年 4 月 1 日
花木工業（株）大阪支店
大阪市淀川区西中島５－１
４－２２

14,850,000

　本市場のと畜解体処理設備は、と畜を行う基幹処理棟の構造
に合わせて独自に設計施工されたものであり、点検にあたって
は、当該設備に対する専門的知識と高度な技術が要求される。
このため、点検業務が可能な業者は施行業者である当該法人に
限定される。

第 ２ 号

193
農林水産部
県営食肉地方卸売
市場

せり機械システム
保守点検業務

令 和 6 年 4 月 1 日

トータリゼータエンジニア
リング（株）
東京都品川区南大井６－２
０－１４

2,090,000

　本市場のせり機械システムは、当市場の利用形態に合わせて
施工された特殊な設備であり、保守点検にあたっては、保守
サービス事業者でないと知り得ない専門的知識と高度な技術を
必要とする。このため、点検業務が可能な業者は当該法人に限
定される。

第 ２ 号

32



№
契約の相手方の
名称及び所在地

契約金額（円） 随意契約の理由 備　 考事業実施課所 契約に係る業務名 契約締結年月日

地方自治
法施行令
第１６７
条の２第
１項中の
該当号

消費税額及び地方
消費税の額を含む。

194
農林水産部
県営食肉地方卸売
市場

廃棄物関係業務 令 和 6 年 4 月 1 日
山陽施設工業（株）
岡山市北区久米２４８－１
１

12,936,000

　市場から発生する廃棄物には特定危険部位が含まれており、
当該部位に関しては、市場内で焼却し、灰にした上で搬出する
必要がある。このため、用途や業務の実態に応じて当市場独自
に設計された焼却炉といった設備等を熟知し、廃棄物の収集運
搬を含めた、包括的な業務遂行が可能な業者は当該法人に限定
される。

第 ２ 号

195
農林水産部
県営食肉地方卸売
市場

自家用電気工作物
保守管理業務

令 和 6 年 4 月 1 日
（一財）中国電気保安協会
広島市東区二葉の里３－５
－７

1,311,926
　本業務は、資格を持った特定の業者でないと実施することが
できず、当施設の設備に精通していること、非常時の迅速な対
応が可能な必要があることから当該法人に限定される。

第 ２ 号

196
土木部
監理課

設計書審査等に係
る労働者派遣業務

令 和 6 年 4 月 1 日
（公財）岡山県建設技術セ
ンター
岡山市北区首部２９４－７

備前県民局建設
部建設企画課
勤務1時間当たり
5,082円

備中県民局建設
部建設企画課
勤務1時間当たり
6,061円

 ① 労働者派遣法第２４条の２により、国から派遣事業の許可
を受けた機関以外の機関が派遣事業を行うことは禁止されてい
る。当センターは、平成30年３月１日付で許可を取得している
ため、法的に労働者の派遣を行うことが可能である。
 ② 当センターでは、平成９年度から、県と同様の仕様の積算
システム（富士通(株)SuperCALS ESTIMA）を使用し積算業務に
あたっている。
 ③ 本業務は、建設工事の設計図書の積算、審査等について豊
富な知識が求められるほか、設計図書の審査という公共性の高
い業務であり、高度な守秘性と公平中立性が求められる。ま
た、平成20年度からは、工事の予定価格は事後公表となってお
り、より一層の守秘義務が求められる。設計図書の積算業務に
精通した職員を有し、また、公共性を有した機関である当セン
ターは、これらの条件に適合しており、確実に業務を履行する
ことができる。

第 ２ 号
単価契約
24,327,953円

197
土木部
監理課

建設業情報管理シ
ステム電算処理業
務

令 和 6 年 4 月 1 日

（一財）建設業情報管理セ
ンター
東京都中央区日本橋大伝馬
町１４－１

(システム基本
料)55,000円/1
ユーザID当た
り・月額
(建設業許可電算
処理料)2,200円
/1処理当たり
(経営事項審査電
算処理料)702円
/1処理当たり

　当該システムは、国土交通省が中心となって構築されたシス
テムであり、同システムの更新、管理及び運営は、国及び都道
府県等が出捐して設立された当該法人が行っている。
　建設業法に基づく建設業の許可及び経営事項審査の執行に当
たっても当該システムの使用が必須になっていることから、同
システムを唯一運用管理している当該団体以外に業務委託する
ことは不可能であるため。

第 ２ 号
単価契約
9,964,648円

198
土木部
監理課

令和６年度建設業
許可・経営事項審
査電子申請システ
ム電算処理業務

令 和 6 年 4 月 1 日

（一財）建設業情報管理セ
ンター
東京都中央区日本橋大伝馬
町１４－１

3,602,016

　建設業許可及び経営事項審査に係る電子申請等の審査業務を
円滑に行うには、建設業許可・経営事項審査電子申請システム
の利用が不可欠であり、当該システムの管理・運用主体である
一般財団法人建設業情報管理センターに本業務を委託する必要
があるため。

第 ２ 号

199
土木部
監理課

用地取得業務委託 令 和 6 年 4 月 1 日
岡山県土地開発公社
岡山市北区丸の内１－１－
４

307,907,600

　岡山県土地開発公社は、公有地の拡大の推進に関する法律に
基づき設立した団体であり、県が用地取得した場合と同様に、
租税特別措置法第33条の適用を受けることのできる唯一の団体
となっているため。

第 ２ 号

33



№
契約の相手方の
名称及び所在地

契約金額（円） 随意契約の理由 備　 考事業実施課所 契約に係る業務名 契約締結年月日

地方自治
法施行令
第１６７
条の２第
１項中の
該当号

消費税額及び地方
消費税の額を含む。

200
土木部
技術管理課

令和６年度岡山県
農林水産部及び土
木部関係技術職員
研修業務

令 和 6 年 4 月 1 日
（公財）岡山県建設技術セ
ンター
岡山市北区首部２９４－７

23,900,000

　本研修は、県の農林水産部・土木部関係職員の技術力向上と
知識の習得を図るため、高度かつ最新の専門研修を計画的に実
施するものである。この研修を実施するためには、委託すべき
団体が行政の建設技術者にとって必要な知識を熟知すると共
に、工事の品質確保・施工体制の確保を図る公共工事発注者の
立場に立った建設行政の理解が必要不可欠であり、当該法人が
本業務を実施できる唯一の団体であるため。

第 ２ 号

201
土木部
技術管理課

令和６年度
電子入札等システ
ムサービス提供業
務

令 和 6 年 4 月 1 日
東芝デジタルソリューショ
ンズ（株）中国支社
広島市中区鉄砲町７－１８

25,791,040

　当該業務は、平成28年度に県が実施した岡山県電子入札共同
利用システム構築業務委託プロポーザル競技において、システ
ムの性能及びコスト、保守、研修体制等を総合的に評価・選定
され構築された岡山県用の電子入札システムによる電子入札
サービスの提供を受けるものであり、システムの著作権を同社
が保有している。このため、同社以外のものが業務を行うこと
はできないことから、契約の性質又は目的が競争入札に適さな
い。

第 ２ 号

202
土木部
技術管理課

令和６年度
電子入札等システ
ム発注者運用支援
業務

令 和 6 年 4 月 1 日
東芝デジタルソリューショ
ンズ（株）中国支社
広島市中区鉄砲町７－１８

2,545,950

　当該業務は、平成28年度に県が実施した岡山県電子入札共同
利用システム構築業務委託プロポーザル競技において、システ
ムの性能及びコスト、保守、研修体制等を総合的に評価・選定
され構築された岡山県用の電子入札システムについて、軽微な
改修等に係る運用支援を受けるものであり、システムの著作権
を同社が保有している。このため、同社以外のものが業務を行
うことはできないことから、契約の性質又は目的が競争入札に
適さない。

第 ２ 号

203
土木部
技術管理課

令和６年度電子納
品保管管理システ
ム保守業務

令 和 6 年 4 月 1 日
日本電気（株）岡山支店
岡山市北区下石井２－２－
５

13,992,000

　当該システムは、独自プログラムの著作権を同社が保有して
いる。本業務は、障害時や比較的簡易な仕様変更の際のプログ
ラムの修正などが主な業務であることから、著作権を有する同
社以外のものが業務を行なうことはできないため。

第 ２ 号

204
土木部
技術管理課

令和６年度公共工
事施工管理支援
（情報共有）シス
テム運営業務

令 和 6 年 4 月 1 日
（株）ＮＴＴデータ中国
岡山支店
岡山市北区表町１－５－１

5,846,665

　同社は、平成19年度に県が実施した岡山県公共工事施工管理
支援（情報共有）システム構築・運営業務プロポーザル競技に
おいて、プロポーザル競技検討委員会からシステムの性能及び
価格、保守、研修体制を総合的に評価されて選ばれた業者であ
り、最も確実に本業務を履行できると認められるため。

第 ２ 号

205
土木部
技術管理課

令和６年度電子納
品検査システム
（閲覧、チェッ
ク）保守業務

令 和 6 年 4 月 1 日
（株）ヤマイチテクノ
大阪市西区靱本町２－４－
８

1,055,890
　電子納品検査システムは株式会社ヤマイチテクノが開発した
ソフトであり、ソフトの著作権を保有していることから、株式
会社ヤマイチテクノが業務を遂行できる唯一の業者である。

第 ２ 号

206
土木部
技術管理課

令和６年度岡山県
ＣＡＤ保守業務

令 和 6 年 4 月 1 日

福井コンピュータ（株）
中四国営業所
広島市南区比治山１６－３
５

1,064,360

　ＣＡＤは、福井コンピュータ株式会社が開発したソフトウェ
アであり、ソフトウェアの著作権を保有していることから、福
井コンピュータ株式会社が業務を遂行できる唯一の業者であ
る。

第 ２ 号

34



№
契約の相手方の
名称及び所在地

契約金額（円） 随意契約の理由 備　 考事業実施課所 契約に係る業務名 契約締結年月日

地方自治
法施行令
第１６７
条の２第
１項中の
該当号

消費税額及び地方
消費税の額を含む。

207
土木部
技術管理課

令和６年度岡山県
土木工事積算シス
テムの積算基準改
定に伴う開発・保
守業務

令 和 6 年 4 月 1 日

富士通Ｊａｐａｎ（株）岡
山・山陰公共ビジネス部
岡山市北区磨屋町１０－１
２

32,582,000

　岡山県土木工事積算システムは、富士通Ｊａｐａｎ株式会社
が独自に開発した｢公共事業設計積算システム(ESTIMA)｣を基本
に、同社が岡山県仕様に開発したものであるため、積算システ
ムに関する著作権は同社が所有している。
　岡山県の積算基準は、国土交通省及び農林水産省の基準改定
に基づいているため、これに伴う積算システムの改修にはシス
テムプログラム及びデータ改修等が必要である。
　このことから、積算システムの著作権を所有する同社以外の
ものがプログラムを使用して業務を行うことはできないため、
契約の性質又は目的が競争入札に適さない。

第 ２ 号

208
土木部
技術管理課

令和６年度岡山県
土木工事積算シス
テムウイルス対策
システム運用保守
業務

令 和 6 年 4 月 1 日
（株）オービス
岡山市北区大内田６７５

1,551,000
　本業務を行うためには、当県の通信ネットワークの構築・監
視に精通しているとともに、セキュリティー対策に関する高度
な知識と経験が必要であるため。

第 ２ 号

209
土木部
道路整備課

道路交通情報収集
提供業務

令 和 6 年 4 月 1 日

（公財）日本道路交通情報
センター
東京都千代田区飯田橋１－
５－１０

15,188,800

　毎日の道路工事等による交通規制情報及び非常時（台風、雪
害その他災害時）における交通規制や災害内容等の道路管理者
が持つ道路交通情報と、警察が道路上に設置した車両感知器や
監視カメラを通じて収集した道路交通情報を一元化し、全国規
模でテレビ、ラジオ、インターネット等を通じて一般向けに提
供することができる唯一の業者であるため。

第 2 号

210
土木部
道路整備課

岡山県冬期道路気
象情報システムメ
ンテナンス業務

令 和 6 年 4 月 1 日

基礎地盤コンサルタンツ
（株）岡山支店
岡山市北区今３－１９－１
０

1,408,000
　本業務は、岡山県冬期道路気象情報システムの保守管理業務
であり、開発を行っている同社以外では、瑕疵担保責任の範囲
が不明確となるため。

第 2 号

211
土木部
道路整備課

岡山県道路維持管
理システム保守管
理業務

令 和 6 年 4 月 1 日
国際航業(株)岡山営業所
岡山市北区本町３－１３

6,600,000
　本業務は、岡山県道路維持管理システムの保守管理業務であ
り、開発を行っている同社以外では、瑕疵担保責任の範囲が不
明確となるため。

第 2 号

35



№
契約の相手方の
名称及び所在地

契約金額（円） 随意契約の理由 備　 考事業実施課所 契約に係る業務名 契約締結年月日

地方自治
法施行令
第１６７
条の２第
１項中の
該当号

消費税額及び地方
消費税の額を含む。

212
土木部
河川課

自走式草刈機運
送・回収業務

令 和 6年 4月 30日

（株）アクティオ　岡山営
業所
岡山市北区妹尾３５０５－
１

①平日及び土曜
日
・10km未満
37,400
・10km以上、
20km未満
46,200
・20km以上、
30km未満
52,800
・30km以上、
60km未満
74,800
・60km以上
92,400
②日曜日及び祝
日
・10km未満
61,600
・10km以上、
20km未満
70,400

　本業務は、「自走式草刈機を活用したアダプト活動支援事
業」（以下「アダプト活動支援事業」という。）において、自
走式草刈機（以下「草刈機」という。）の貸出申請のあったア
ダプト団体の活動場所に草刈機を運送し、団体の活動終了後に
草刈機の回収を行うものである。アダプト活動支援事業での反
復的な貸出しに対応し、草刈機の運送・回収を行う必要がある
が、当該業者はアダプト活動支援事業の受託業者であり、自ら
自走式草刈機を保有していることから、確実に運送・回収業務
を履行できると見込まれるため。

第 ２ 号
単価契約
2,992,000円

213
土木部
河川課

令和６年度　河川
情報処理設備等保
守点検業務

令 和 6 年 4 月 1 日

パナソニックコネクト(株)
現場ソリューションカンパ
ニー西日本社
大阪府大阪市淀川区宮原４
－５－４１

57,530,000

　河川課が所有する水防テレメータシステム等は、左記の者が
一体的に独自開発し、以降、保守・改良を行っているシステム
である。保守管理・点検作業は、運用状態を保持しながら実施
するため、当該システムの運用に支障を与えることなく、かつ
保守責任の範囲を明確にして行う必要があり、同社以外が実施
することは困難である。また、通信制御装置や観測機器など多
岐及び相互に連携する機器に障害が生じた場合、迅速に復旧す
る技術及び知識を有している必要がある。同社は、システムに
精通し、かつ、これまでの本県との契約状況を鑑みて信頼でき
る業者であり、適正かつ迅速な対応が実施できるものである。

第 ２ 号

214
土木部
河川課

令和６年度　岡山
県洪水予測システ
ム保守管理業務

令 和 6 年 4 月 1 日

八千代エンジニヤリング
(株)岡山事務所
岡山市北区駅前町２－５－
２４

7,194,000

　岡山県洪水予測システムは、洪水予報河川の水位予測を行う
ためのシステム及び気象庁とデータのやり取りを行うシステム
等で構築されている。左記の者はソフトウェアの一部を独自開
発し、システム全般の更新時には、同社が一体的に関与しネッ
トワーク構築等を行っている。保守管理は、運用状態を保持し
ながら実施するため、当該システムの運用に支障をきたすこと
なく、かつ保守責任の範囲を明確にして行う必要があり、同社
以外が実施することは困難である。同社はシステム全般に精通
し、かつ、これまでの本県との契約状況を鑑みて信頼できる業
者であり、適正かつ迅速な対応が実施できるものである。

第 ２ 号

215
土木部
防災砂防課

単県　災害事務関
係システム保守点
検業務委託

令 和 6 年 4 月 1 日

アジア航測（株）岡山営業
所
岡山市北区東島田町１－３
－５

3,685,000

　当該システムの運用については、土木部防災砂防課が所管し
ているが、災害等に備えて常時良好な状態を保つ必要がある。
また、保守管理における責任の明確化やシステム障害発生時に
おける迅速な対応が必要であることから、同システムを開発
し、プログラム及びシステム基幹部の権利を有している同事業
者以外の者が本業務を行うことができないため。

第 ２ 号

36



№
契約の相手方の
名称及び所在地

契約金額（円） 随意契約の理由 備　 考事業実施課所 契約に係る業務名 契約締結年月日

地方自治
法施行令
第１６７
条の２第
１項中の
該当号

消費税額及び地方
消費税の額を含む。

216
土木部
防災砂防課

雨量観測局保守点
検業務委託

令 和 6 年 4 月 1 日

パナソニックコネクト(株)
現場ソリューションカンパ
ニー西日本社
大阪府大阪市淀川区宮原４
－５－４１

3,850,000

　雨量観測局は既存の情報処理システムと密接に関係してお
り、また、常時良好な状態で稼働させる必要があるため、保守
管理における責任の明確化や、障害発生時における迅速な対応
が必要である。
　そのため、観測局を整備し、内容に精通した者と契約する必
要がある。

第 ２ 号

217
土木部
防災砂防課

岡山県土砂災害危
険度情報システム
保守管理業務委託

令 和 6 年 4 月 1 日

中電技術コンサルタント
(株)岡山支社
岡山市北区桑田町１８－２
１

3,410,000

　土砂災害危険度情報システムは、中電技術コンサルタント株
式会社が平成２３年度に受注、開発し、平成２８年度に同社が
更新したものであり、基本プログラムの著作権は同社が保有し
ているため、同社以外が同プログラムを使用して改修を行うこ
とは困難である。また、同システムは常時良好な状態で稼働さ
せなければならず、プログラムの著作権を有し、システムに精
通した者でなければならない。

第 ２ 号

218
土木部都市局
都市計画課

岡山後楽園管理運
営業務

令 和 6 年 4 月 1 日

（公財）岡山県郷土文化財
団
岡山市北区表町１－７－１
５

273,579,616

　岡山後楽園は県立都市公園であるとともに、文化財保護法に
よる特別名勝及び史跡に指定されていることから、業務遂行に
当たっては、これまでの歴史的経緯や特別な専門知識、管理運
営経験等が特に必要となる。
　左記業者は、これまで岡山後楽園の管理運営業務に長年携
わってきており、必要とする知識や経験等を有し、総合的に適
切な管理運営を行うことができる唯一の団体であるため。

第 ２ 号

219
土木部都市局
都市計画課

岡山後楽園Webサイ
ト保守委託業務

令 和 6 年 4 月 1 日

（株）スマートバリューク
ラウドイノベーション
Division
大阪府大阪市中央区道修町
３－６－１京阪神御堂筋ビ
ル１４階

1,013,496

　岡山後楽園Webサイトは、同サイトを作成した業者が独自に
所有するCMSを導入しており、作成業者である左記業者は、サ
イトのシステムに精通し、安定的な同サイトの保守管理を行う
ことができる唯一の業者であるため。

第 ２ 号

220
土木部都市局
都市計画課

岡山後楽園キャッ
シュレス決済対応
自動券売機導入に
伴う窓口発券シス
テム改修業務

令 和 6年 4月 25日
（株）山陽エンタープライ
ズ
倉敷市日畑２９４

5,940,000

　左記業者は、現在のシステムを開発し保守管理を行っている
業者で著作権を有しており、システムに精通しているととも
に、システム開発等の初期費用が発生せず、現行システムの機
能の追加で運用が可能である。
　また、これまで維持管理などを適切に行っており、安定的な
保守管理を行うことができる唯一の業者であるため。

第 ２ 号

221
土木部都市局
都市計画課

児島湖流域下水道
維持管理業務

令 和 6 年 4 月 1 日
（公財）岡山県下水道公社
玉野市東七区４５３

2,630,194,600

　児島湖流域下水道の業務履行上の経験・知識などを有し業務
を熟知しているだけでなく、周辺地域の環境保全及び生活環境
整備事業を実施していることから、児島湖流域下水道の維持管
理と周辺環境整備を一体的に運営し、円滑に業務を実施できる
唯一の業者であるため。

第 ２ 号

222
土木部都市局
建築指導課

建築士事務所の業
務報告受付等及び
所属建築士の定期
講習未受講対応業
務委託

令 和 6 年 4 月 1 日

（一社）岡山県建築士事務
所協会
岡山市北区内山下１－３－
１９

3,566,200

 当該委託業務は、業務報告書の受付等及び定期講習未受講者
への対応業務であり、業務報告書の内容について建築士事務所
の登録簿との照合、修正指示及び定期講習の受講年月日の確認
等を行う必要がある。
　県内において建築士法に基づく事務所登録等業務を行ってい
るのは、指定事務所登録機関である当該法人のみであり、他に
確認を行うことができる者はいないため。

第 ２ 号

37



№
契約の相手方の
名称及び所在地

契約金額（円） 随意契約の理由 備　 考事業実施課所 契約に係る業務名 契約締結年月日

地方自治
法施行令
第１６７
条の２第
１項中の
該当号

消費税額及び地方
消費税の額を含む。

223
土木部都市局
建築指導課

耐震化アドバイ
ザー事業に係る業
務委託

令 和 6 年 4 月 4 日

（一社）岡山県建築士事務
所協会
岡山市北区内山下１－３－
１９

1,353,000

　当該事業は、住宅・建築物の耐震化の促進のため、建築士、
工務店等への技術向上のための人材育成と、住宅・建築物の所
有者に対する耐震化の必要性や対策手法の説明などを行うこと
から、本業務の履行には、耐震改修業務に関する豊富な知識と
経験が不可欠である。
　（一社）岡山県建築士事務所協会は、建築物耐震診断等評価
委員会を運営するほか、岡山県建築物耐震診断等事業費補助金
交付要綱第10条に基づく木造住宅の耐震診断等の評価を行う耐
震評価機関として知事からの指定を受けた県内で唯一の団体で
あり、数多くの住宅・建築物の耐震評価の実績を有している。
このため、本業務の適切かつ確実な履行が期待できるため。

第 ２ 号

224
土木部都市局
建築指導課

宅地建物取引業免
許事務等電算処理
業務

令 和 6 年 4 月 1 日

（一財）不動産適正取引推
進機構
東京都港区虎ノ門３－８－
２１

2,307,000

　宅地建物取引業法に基づく免許事務・宅地建物取引士の登録
等に係る電算業務については、その業務を行っている全行政庁
が統一して、当該法人が運営している「宅地建物取引業免許事
務等処理システム」により運用している。このシステムは、業
者名簿及び宅地建物取引士名簿の登載事項のデータ化のほか、
業務上必要な他県登録の宅地建物取引士や他県知事及び大臣免
許業者に係るオンライン情報の閲覧及び取得も可能であり、宅
地建物取引業法に基づく免許・登録・それらの変更・指導監督
事務に不可欠であるが、他業者では同様の業務を行っておら
ず、代替性がないため。

第 ２ 号

225
土木部都市局
建築指導課

宅地建物取引士証
交付事務

令 和 6 年 4 月 1 日

（公社）岡山県宅地建物取
引業協会
岡山市北区駅前町２－５－
２８
（一社）岡山県不動産協会
岡山市北区本町４－１８

1,500円/件

　宅地建物取引士証の交付を受けようとする者は、宅地建物取
引業法第22条の2第2項に規定する岡山県知事が指定する講習を
受けなければならないが、当該両協会はこの講習の実施機関で
あることから、当該両協会に委託することによって、講習の受
講手続と宅地建物取引士証の交付手続を一括して行うことがで
き、交付事務の効率化及び申請者の利便性の向上につながるた
め。

第 ２ 号

左記契約金額は契約単
価
支出予定総額は
2,935,350円

226
土木部都市局
建築指導課

宅地建物取引業者
免許更新申請等事
前審査業務

令 和 6 年 4 月 1 日

（公社）岡山県宅地建物取
引業協会
岡山市北区駅前町２－５－
２８
（一社）岡山県不動産協会
岡山市北区本町４－１８

（免許更新）
3,400円/件
（業者変更）
800円/件
（宅建士変更）
500円/件
（従業者変更）
200円/件

　当該委託業務実施のためには宅地建物取引業法に精通してい
ることが必要であるが、当該両協会は宅地建物取引業に関する
一般消費者からの相談業務、宅地建物取引業者や宅地建物取引
士に対する研修業務を行っており、これらの業務を通じて宅地
建物取引業法及びその関連法規に精通している。さらに、社員
（会員である宅建業者）からの申請・届出を本県に取り次いで
きた実績があり、これらの積上げを通じて委託業務に関するノ
ウハウを有している。また、当該両協会は収益事業としてこの
業務を実施することを予定しておらず、申請者対して、公平に
業務を実施することができるため。

第 ２ 号

左記契約金額は契約単
価
支出予定総額は
1,489,840円

227
土木部都市局
建築指導課

宅地建物取引業者
免許更新申請等手
数料収納事務

令 和 6 年 4 月 1 日

（公社）岡山県宅地建物取
引業協会
岡山市北区駅前町２－５－
２８
（一社）岡山県不動産協会
岡山市北区本町４－１８

(収納手数料)
253円/件
(業務開始準備及
び日次業務)
759円/日
(収納窓口管理運
営業務)
8,349円/月
(間接経費)
収納手数料合計
額に15％を乗じ
た金額

　当該両協会は、令和5年9月末まで、岡山県収入証紙のうりさ
ばき人の指定を受け、申請者の利益のために誠実に売りさばき
を行っており信用がおけること、宅地建物取引業法に関する相
当の知識及び経験を有している団体であり、現に令和５年度は
当該業務を両協会は既に受託し適正に業務を執行している。
当該両協会は、令和６年度も引き続き、宅地建物取引業者免許
更新申請等事前審査業務及び宅地建物取引士証の交付事務の一
部を本県から受託する予定となっており、その受託事務を完遂
するためには当該手数料の収納事務が必須であることから、当
該両協会が最も適しており、事業の内容が競争入札に適さない
ため。

第 ２ 号

左記契約金額は契約単
価
支出予定総額は
1,177,209円

38



№
契約の相手方の
名称及び所在地

契約金額（円） 随意契約の理由 備　 考事業実施課所 契約に係る業務名 契約締結年月日

地方自治
法施行令
第１６７
条の２第
１項中の
該当号

消費税額及び地方
消費税の額を含む。

228
土木部都市局
住宅課

地域の空き家利活
用支援コーディ
ネーター派遣事業
業務

令 和 6 年 4 月 1 日

（特非）みんなの集落研究
所
岡山市北区表町１－４－６
４

2,871,550

　地域の空き家利活用支援コーディネーター派遣事業業務委託
を円滑に行うためには、市町村空き家対策モデル地区事業で培
われた空き家の適正管理、利活用に関する相応の知識や経験等
が必要であり、このことは随意契約ガイドラインの運用基準の
「業務履行上の経験、知識などを特に必要とし、業務に精通し
た者に業務を行わせる必要がある場合」に該当する。
よって競争入札には馴染まない。

第 ２ 号

229
土木部都市局
住宅課

令和６年度住宅管
理システム保守業
務委託業務

令 和 6 年 4 月 1 日
（株）エヌ･ティ・ティ・
データ中国岡山支店
岡山市北区表町１－５－１

3,519,527
　委託業務を適切に実施するには、「住宅管理システム」の内
容に精通している必要があり、その契約の性質又は目的から同
システムを開発した業者に委託する必要があるため。

第 ２ 号

230
出納局
会計課

収納データ作成委
託事業

令 和 6 年 4 月 1 日
（株）中国銀行
岡山市北区丸の内１－１５
－２０

1件あたり単価
OCR証票 11円
手書き証票（県
税に係るもの）
38円50銭
手書き証票（県
税以外に係るも
の）
27円50銭
ヘッダー 14円63
銭

　本業務は、領収済通知書等をデータ処理した後、県指定の統
合財務会計システム等のフォーマットに変換し県へ提供するも
のであるが、領収済通知書は収納した金融機関から指定金融機
関へ提出されること、収納データの作成に当たっては指定金融
機関の収入額との照合が必要であることから、本業務を遂行で
きるのは指定金融機関に限られるため。

第 ２ 号
支出予定額
6,225,010円以内
（単価契約）

231
出納局
内部事務課

総務事務システム
保守運用業務

令 和 6 年 4 月 1 日
（株）高知電子計算セン
ター
高知市本町４－１－１６

24,482,700
　本業務を適切に実施するには、総務事務システムの内容に精
通しておく必要があることから、当該システムの開発業者であ
る当該業者が本業務を行える唯一の業者であるため。

第 ２ 号

232
出納局
内部事務課

令和６年所得税の
定額減税実施に係
る給与システム改
修業務（月次処理
分）

令 和 6年 4月 15日
（株）アイシーエス
盛岡市松尾町１７－１０

3,146,000

　給与システムの開発業務を当該業者へ委託しているが、本業
務は、給与システム全体への影響を勘案した改修作業を行う必
要があり、本業務を実施できるのは、給与システムの開発業者
である当該業者以外にいないため。

第 ２ 号

39



№
契約の相手方の
名称及び所在地

契約金額（円） 随意契約の理由 備　 考事業実施課所 契約に係る業務名 契約締結年月日

地方自治
法施行令
第１６７
条の２第
１項中の
該当号

消費税額及び地方
消費税の額を含む。

233
出納局
用度課

岡山県庁舎古紙類
回収業務

令 和 6 年 4 月 1 日
（公財）岡山県愛染会
岡山市中区古京町１－１－
１７

1,328,122

　令和６年度の庁舎清掃業務（財産活用課所管）については、
公益財団法人岡山県愛染会に委託することになり、古紙類の回
収業務は、庁舎清掃業務と一体的に行っており、清掃業務受託
者以外が実施するのは効率的ではなく、公益財団法人岡山県愛
染会以外に委託することは適当ではないため。

第 ２ 号

234
出納局
用度課

用品管理システム
保守業務

令 和 6 年 4 月 1 日
（株）ＮＴＴデータ中国
岡山支店
岡山市北区表町１－５－１

1,067,000

　本業務は、用品管理システムの保守業務を委託するものであ
り、障害発生時等にも迅速に対応する必要があることから、当
該システムの構築及びこれまでの運用を確実に行ってきた当該
業者以外に、本業務を行える者はいないことから、契約の性質
が競争入札に適さないため。

第 ２ 号

40


